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Ⅰ 総 則  
 
１ 概 要 

（１）労働者募集 

労働者募集とは、職業安定法第４条第５項に規定しているように、労働者を雇用しようとす

る者が自ら又は他人に委託して、労働者になろうとする者に対してその被用者となることを勧

誘することをいう。 

職業安定法（昭和 22 年法律第 141 号。以下「法」という。）においては、民間事業所等の行

う労働者募集に関して、委託募集については許可制又は届出制（法第 36 条）とし、文書募集

及び直接募集については許可制や届出制等による事前の規制を行っていない。 

すなわち、法は、労働者募集については当事者間の私的自治に委ねる立場からこれを原則自

由としているが、第三者が介在する委託募集については、労働者保護の観点からその適格性を

事前にチェックする必要があることから許可制をとることとしているものである。 

ただし、無報酬で行う委託募集については、中間搾取等の弊害が生じる余地が少なく、いわ

ゆる手配師等適格性に問題のある者が参入することが想定されないため、これを届出制で行う

ことができることとしている。 

なお、委託募集以外の労働者募集についても特別の場合には厚生労働大臣又は公共職業安定

所長が一定の制限を行うことができることとしている（法第 37 条）。これは、労働者を急速か

つ大量に獲得する必要から募集主又は募集受託者が不正不当な手段を用いて募集行為を行っ

た場合には、好ましからざる事態を惹き起こすなど弊害の発生が予測されることや、募集対象

地域が特定地域に集中する場合には、募集地又は就業地における労働市場を混乱させるおそれ

があることなど不測の事態の発生について調整又は規制をする必要について考慮しているた

めである。 
しかしながら、労働者募集は企業活動において非常に重要な役割を果たすものであることか

ら、職業安定機関としては、公共職業安定所に求人申込をする方法によると直接募集又は委託

募集の方法によるとを問わず、事業主等に対しできる限りの援助協力を行うことが必要であり、

ルールに従った募集活動については基本的に自由に行うことを認めることが望ましいと考え

られる。 
職業安定機関としては、紹介体制を整備して求人の充足及び職業のあっせんに努めるととも

に、労働者募集を行うことを希望する事業主に対しては、その募集の形態に応じ、法令に定め

るルールに従って労働者募集を行うよう指導し、募集秩序の確立と労働力需給の円滑化を図る

ものとする。 
 

（２）求人者 

法において、「職業紹介」とは、「求人及び求職の申込みを受け、求人者と求職者との間にお

ける雇用関係の成立をあっせんすること」をいう。また、「求人者」とは、「対価を支払って自

己のために他人の労働力の提供を求めるため、他人を雇用しようとする者」をいう。 
本要領においては、職業紹介に関する内容のうち、主に求人者の業務運営に関する事項が記

載されている。職業紹介事業の業務運営については、「職業紹介事業の業務運営要領」、「学校

等の行う無料職業紹介事業関係業務取扱要領」及び「特定地方公共団体の行う無料の職業紹介

事業の業務運営要領」に記載されているので、これらを参照すること。 
 
  
２ 労働者募集の種類 

労働者募集は、概念上次の３種類に区分される。 
（１）文書募集 

文書募集とは、新聞紙、雑誌その他の刊行物に掲載する広告又は文書の掲出若しくは頒布に

よる労働者の募集をいい、自由に行うことができる。 
（２）直接募集 

       直接募集とは、労働者を雇用しようとする者が、文書募集以外の方法で、自ら又はその被用

者をして行う労働者の募集をいい、自由に行うことができる。 
  （３）委託募集（法第 36 条） 

       委託募集とは、労働者を雇用しようとする者が、その被用者以外の者をして労働者の募集に

従事させる形態で行われる労働者募集をいい、許可を受け、または、届出を行うことが必要で

ある。 



 2 
 

 ３ 募集主、募集従事者等の定義 
（１）募集主 

      募集主とは、労働者を雇用しようとする者（法人を含む。）であり、応募して採用される労働

者と雇用関係を結ぶこととなる当事者をいう。 
（２）募集従事者 

      募集従事者とは、応募を勧誘する行為を行う者（法人を含む。）をいう。 
      なお、募集従事者となり得る者は、直接募集にあっては募集主又はその被用者、委託募集に

あっては許可要件を満たす募集受託者又はその被用者（以下単に「募集受託者」という。）で   

ある。 
（３）被用者 

      被用者とは、事業主と雇用関係にある者であり、雇用労働者と同義である。 
 （４）募集情報等提供事業を行う者 

「募集情報等提供」とは、 労働者の募集を行う者若しくは募集受託者の依頼を受け、当該募

集に関する情報を労働者になろうとする者に提供すること又は労働者となろうとする者の依

頼を受け、当該者に関する情報を労働者の募集を行う者若しくは募集受託者に提供することを

いい、これを業として行う者が募集情報等提供事業を行う者に該当する。 
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Ⅱ 文書募集及び直接募集  
 
  １ 定 義 

（１）文書募集 
文書募集とは、募集主が労働者を募集する旨の広告を新聞、雑誌その他の刊行物に掲載し、

又は文書を掲出し、若しくは頒布することによって労働者を募集することをいう。 
      刊行物とは、臨時・定期を問わず発表又は頒布の目的をもって同時に多数作成される文書、

図書をいう。 
      文書とは、労働者が募集に応ずる意思決定をするに当たっての資料となるものをいい、単に

文字で記されるもののみでなく、写真、絵、図も含まれる。 
      頒布とは、文書、資料等を広く、多くの場合不特定多数の者に対して配付することをいう。 
      なお、テレビ、ラジオ等電波による募集、有線放送等による募集、電話を利用した募集、イ

ンターネット等を利用して行う募集も文書募集として取り扱われるものである。 
 
（２）直接募集 

直接募集とは、労働者を雇用しようとする事業主（募集主）が、文書募集以外の方法で直接

労働者に働きかけて応募を勧誘し、又は募集主の被用者が募集主の指示により募集主のために

直接労働者に働きかけて応募を勧誘することをいう。 
   
 

２ 原則 
    文書募集は、原則として自由に行うことができる。 
    直接募集は、原則として自由に行うことができる（ただし、建設労働者の雇用の改善等に関す

る法律（昭和 51 年法律第 33 号）に基づき届出が必要となる場合がある。）。 
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Ⅲ 委託募集  
 
  １ 定義 
    イ 委託募集とは、労働者を雇用しようとする者が、その被用者以外の者をして労働者の募集に

従事させる形態で行われる労働者募集をいう。 
      この場合、被用者以外の者に報酬を与えて労働者の募集に従事させようとするときは厚生労

働大臣の許可を得ること、被用者以外の者に報酬を与えることなく労働者の募集に従事させよ

うとするときは厚生労働大臣に届け出ることが必要である。 
    ロ なお、職業紹介との関係で、次の２点に留意する必要がある。 

（イ）スカウト行為を事業として行う場合の取扱い（職業紹介事業者、求人者、労働者の募集を

行う者、 募集受託者、募集情報等提供事業を行う者、労働者供給事業者、労働者供給を受

けようとする者等が均等待遇、労働条件等の明示、求職者等の個人情報の取扱い、職業紹介

事業者の責務、募集内容の的確な表示、労働者の募集を行う者等の責務、労働者供給事業者

の責務等に関して適切に対処するための指針 （平成 11 年労働省告示第 141 号。以下「指針」

という。）第５の５参照。） 
        求人者に紹介するため求職者を探索した上当該求職者に就職するよう勧奨し、これに応じ 

て求職の申し込みをした者をあっせんするいわゆるスカウト行為を事業として行う場合は職 

業紹介事業に含まれるものであり、当該事業を行うためには、職業紹介事業の許可を取得す 

る必要がある。 
（ロ）募集受託者が職業紹介事業の許可を受けている場合の取扱い 

事業として反復継続して労働者募集を受託する場合は、複数の募集を同時並行的に取扱い、

募集に応じようとする労働者を選別して最も適切と思われる募集にあっせんするという職業

紹介の実態に該当することが通常であり、東京エグゼクティブ・サーチ事件最高裁判決（最

判平成６年４月 22 日民集 48 巻第３号 944 頁）においても、人材スカウト行為についてきわ

めて広く職業紹介性が認められている。このため、許可を取得している人材スカウト型職業

紹介事業者に募集を委託する場合は、当該職業紹介事業者に求人を申し込んだものと解する

ことが適当であり、委託募集の許可は基本的には不要である。 
ハ 企業グループに属する企業が当該企業グループに属する他の企業の委託を受けて労働者募集

を行う場合など別の法人格を有する募集主の委託を受けて労働者募集を行う場合には委託募集

に該当するが、企業グループに属する複数の企業等が民法上の組合を作り、当該組合を通じて

労働者を募集する場合には、組合は独立した法人格を持たず、当該組合を通じて行った行為に

係る法的権利義務は当該組合の構成員に合有的に帰属するものであるので、個々の企業が自ら

募集を行うことと評価でき、委託募集には該当しない。 
      この場合、民法上の組合は職業安定法第５条の３の規定による労働条件等の明示、同法第５

条の４の規定に基づく個人情報保護措置を講じなければならず、当該組合がこれに違反する場

合には、当該組合の構成員たる個々の企業全てがこれらの義務に違反したこととなる。 
     これらを踏まえ、合同募集や採用業務等の委託に関しては、委託募集や職業紹介に係る制度

に即して適正に対応することが必要である。 
  

２ 委託募集に係る許可及び認可 
（１）許可及び認可の原則 

      委託募集を、募集主が募集受託者に報酬を与えて行う場合、募集区域が通勤区域内であると

否とにかかわらず、厚生労働大臣又は募集に係る事業所の所在地を管轄する都道府県労働局長

（以下「都道府県労働局長」という。）の許可を受けなければならない（法第 36 条第１項、職

業安定法施行規則（昭和 22 年労働省令第 12 号。以下「則」という。）第 37 条第１項第６号）。 

      また、当該報酬の額については、あらかじめ、厚生労働大臣又は都道府県労働局長の認可を

受けなければならない（法第 36 条第２項、則第 37 条第１項第６号）。 

なお、募集主が被用者以外の者をして報酬を与えることなく行う委託募集は、厚生労働大臣

又は都道府県労働局長に届け出ることにより行うことができる（法第 37 条第３項、則第 37 条

第１項第６号）。 

      許可及び認可（以下Ⅲにおいて「許可等」という。）の権限の所在は、次のとおりである（則

第 37 条第１項第６号）。 

イ 厚生労働大臣 

         自県外募集で次のいずれかに該当するもの 
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         ① 一の都道府県からの募集人員が 30 人以上のもの 

         ② 募集人員総数が 100 人以上のもの 

       ロ 都道府県労働局長 
         イ以外のもの 
       
    なお、上記イの①又は②の確認については、一の募集事業所ごとに行うこと。 
 

（２）許可等の基準 
      厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、次の許可基準に基づいて許可等を行う。 
    

委託募集の許可基準 
 
第１ 募集主に関する要件 
  １ 職業安定法その他次に掲げる労働関係法令に係る重大な違反がないものとすること。 

（１） 労働基準法第117条、第118条第１項（同法第６条及び第56条に係る部分に限る。）の規定

並びにこれらの規定に係る同法第121条の規定（これらの規定が、労働者派遣事業の適正な

運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第44条（第４項を除く。）により適用され

る場合を含む。）） 

（２） 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第58条から第62

条までの規定 

（３） 港湾労働法第48条、第49条（第１号を除く。）及び第51条（第２号及び第３号に係る部分

に限る。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第52条の規定 

（４） 建設労働者の雇用の改善等に関する法律第49条、第50条及び第51条（第２号及び第３号を

除く。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第52条の規定 

（５） 中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善の促

進に関する法律第19条、第20条及び第21条（第３号を除く。）の規定並びにこれらの規定に

係る同法第22条の規定 

（６） 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第62条から第65

条までの規定 

（７） 林業労働力の確保の促進に関する法律第32条、第33条、第34条（第３号を除く。）並びに

これらの規定に係る同法第35条の規定 

（８） 外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律第108条、第109条、第

110条（同法第44条の規定に係る部分に限る。）、第111条（第１号を除く。）及び第112条（第

１号（同法第35条第１項の規定に係る部分に限る。）及び第６号から第11号までに係る部分

に限る。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第113条の規定 

 
２ 募集に係る労働条件 
（１） 募集に係る労働条件が適正であること。 

イ 法令に違反するものでないこと（賃金の毎月払い原則等）。 
ロ 同地域における同業種の賃金水準に比較して著しく低くないこと。 

（２） 募集に係る業務内容及び労働条件が明示されていること。 
       法第５条の３の規定による明示を適切に行うこと。また、労働条件等の明示について指針

に定めがあるものについては当該定めの要件を満たすこと。 
（３） 適用事業所については社会・労働保険に適切に加入していること。 

  ３  報酬 
   厚生労働大臣の認可を受けた報酬以外の財物を与えるものでないものとすること。 
 
第２ 募集受託者に関する要件 
  １ 職業安定法その他次に掲げる労働関係法令に係る重大な違反がないこと。 

（１） 労働基準法第117条、第118条第１項（同法第６条及び第56条に係る部分に限る。）の規定

並びにこれらの規定に係る同法121条の規定（これらの規定が、労働者派遣事業の適正な運

営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第44条（第４項を除く。）により適用される

場合を含む。）） 

（２） 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第58条から第62

条までの規定 
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（３） 港湾労働法第48条、第49条（第１号を除く。）及び第51条（第２号及び第３号に係る部分

に限る。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第５２条の規定 

（４） 建設労働者の雇用の改善等に関する法律第49条、第50条及び第51条（第２号及び第３号を

除く。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第52条の規定 

（５） 中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善の促

進に関する法律第19条、第20条及び第21条（第３号を除く。）の規定並びにこれらの規定に

係る同法第22条の規定  

（６） 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第62条から第65

条までの規定 

（７） 林業労働力の確保の促進に関する法律第32条、第33条、第34条（第３号を除く。）並びに

これらの規定に係る同法第35条の規定 

（８） 外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律第108条、第109条、第

110条（同法第44条の規定に係る部分に限る。）、第111条（第１号を除く。）及び第112条（第

１号（同法第35条第１項の規定に係る部分に限る。）及び第６号から第11号までに係る部分

に限る。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第113条の規定 

 
  ２ 成年被後見人又は被保佐人でないこと。 
 
  ３ 労働関係法令及び募集内容、職種に関して十分な知識を有している者であること。 
 
第３ その他 
      募集を行おうとする期間が１年を超えないものであるものとすること。 
 
 

報酬の認可基準 
 
 報酬が、支払われた賃金額の100分の50（同一の者に引き続き１年を超えて雇用される場合にあつ

ては、１年間の雇用にかかわる賃金額の100分の50）を超えるときは、委託募集に必要となる経費が

特に高額となる特段の事情がある場合を除き、認可しない。 

 
（３）許可等の申請の手続 

      募集主は、様式第３号「委託募集許可等申請書」を、 

      イ 厚生労働大臣の許可等に係るものについては募集を開始する月の 21 日前までに、正本１部

及び写し１部を 

      ロ 都道府県労働局長の許可等に係るものについては募集を開始する月の 14 日前までに、正本

１部を 

都道府県労働局長に提出するものとする。 

      その際、委託募集許可等申請書の内容を証明するために必要となる帳簿、書類等を同時に提

示するものとする。 

なお、許可等の申請手続は、募集受託者が募集主に代わって行うことができるものとする。こ

の場合、募集に係る事業所（以下「募集事業所」という。）が複数の都道府県労働局の管轄にまた

がる場合については、１つの募集事業所の所在地を管轄する都道府県労働局の長にこれをまとめ

て提出して差し支えないものとし、上記の提出部数に加え、提出先の都道府県労働局以外の募集

事業所の所在地を管轄する都道府県労働局の数だけ、委託募集許可等申請書の写しを提出するも

のとする。 

    

（４）許可等の申請の受付 

       委託募集許可等申請書の提出を受けた都道府県労働局長は、次の手順によりその内容を確認

するものとする。 

      なお、受付の際提示のあった帳簿、書類等は、確認終了後返還するものとする。 

      イ 委託募集許可等申請書の様式が所定のものであるかどうか、また、必要部数が提出されて

いるかどうかを確認する。 

      ロ 委託募集許可等申請書の記載内容の不備、記載洩れ等がないかを確認する。 
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   ハ 委託募集本体については、「委託募集の許可基準」に定める募集主の要件、募集受託者の要

件等が満たされているかどうかについて、申請書の該当欄と提示された帳簿、書類を照合す

ることによって確認するものとする。 

        また、報酬については、１年間の賃金の 100 分の 50 を超えていないか、超えている場合に

は委託募集に必要となる経費が特に高額と認められるかどうかについて確認するものとする。 

        なお、必要があれば実際に調査を実施して記載された内容に誤りがないかどうか適正を期

するものとする。 

      ニ 受付を終了した委託募集許可等申請書については、その後の事務処理を円滑に行うため、

都道府県労働局単位に一連の整理番号を付するものとする。 

      ホ 募集受託者が申請手続を行った場合であって、募集事業所の所在地が複数の都道府県労働

局の管轄にまたがるときには、他の募集事業所に係る申請もあわせて受け付けた都道府県労

働局においては、他の募集事業所の所在地を管轄する都道府県労働局に当該申請書の写しを

送付しておくものとする。 

   

（５）厚生労働大臣の許可に係る申請の都道府県労働局長の手続 

イ 委託募集許可等申請書の確認及び意見書の作成 

       都道府県労働局長は、委託募集許可等申請書の内容を検討の上、様式第４号「委託募集許

可等申請に関する意見書」（以下「許可等意見書」という。）により都道府県労働局長の意見

を作成すること。 

ロ 厚生労働大臣への送付 

       都道府県労働局長は、申請を受け付けた日から７日以内（募集開始月の 14 日前まで）に、

委託募集許可等申請書（正本１部）に、イの許可等意見書及び様式第５号「委託募集許可等

申請一覧表」（以下「申請一覧表」という。）を作成、添付し、厚生労働大臣に送付するもの

とする。 

        また、委託募集許可等申請書の写し１部並びに許可等意見書及び申請一覧表それぞれ１部

を都道府県労働局長の控えとして保管する。 

      

  （６）委託募集許可等申請書の審査（厚生労働大臣及び都道府県労働局長） 

      厚生労働大臣（（１）のロに係るものについては、都道府県労働局長）は、委託募集許可等申

請書を最終的に審査し、許可、不許可、条件付許可等を決定するが、その手続は次により行う

ものとする。 

      イ 審査 

        上記（４）のハに準じて委託募集の許可基準及び報酬の認可基準に照らして審査する。な

お、募集規模が極めて大きい場合には特定募集地域への募集人員の集中及び募集従事者の集

中を排除するため調整を図るものとするが、都道府県労働局長が行う審査については、必要

な場合には募集事業所の所在地を管轄する都道府県労働局長と募集受託者の所在地を管轄す

る都道府県労働局長とで調整会議を開催して調整する。 

      ロ 許可、不許可、条件付許可等の決定 

        審査の結果は、許可、不許可及び条件付許可（一部訂正又は条件を付しての許可）並びに

認可、不認可及び変更認可のそれぞれ３つに分けて決定するものとする。 

        なお、保留の場合は、保留事項が解決するまで申請書はそのままとし、解決した上で上記

の処理を行うものとする。ただし、大幅な訂正等があるときは再提出させて処理するものと

する。 

      ハ 通知 

        許可、不許可若しくは条件付許可又は認可、不認可若しくは変更認可の通知は、様式第６

号「委託募集の許可等申請について」により、募集開始前に、都道府県労働局長から申請者

に通知するものとする。 

        なお、都道府県労働局においては、（５）のロにより保管している委託募集許可等申請書の

写に顛末を記録し、許可状況を整理しておくものとする。 

    
（７）許可に当たっての指示 

      厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、委託募集の許可に当たって、募集を行おうとする者

に対し、募集時期、募集人員、募集地域その他募集方法に関し必要な指示をすることができる

（法第 37 条第２項）。 

      指示は、通常国家的に緊要な政策の遂行を容易ならしめるため、又は募集地域若しくは就業
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地域における一般的な労働基準を不当に害するような募集を防止するために行われるもので

あり、文書による理由を付して行うものとする（則第 30 条第２項及び第３項）（Ⅳの３の（１）

及び（２）参照）。 

     

（８）募集主及び募集受託者に対する指導 

      都道府県労働局長は、許可又は条件付許可の通知の交付の際、申請者に対して、以下の事項

を周知・指導するとともに、募集受託者が、同事項を遵守するよう徹底するための措置を要請

するものとする。 

      イ 法第５条の３及び第 42 条並びに指針を遵守し、適切な労働条件の明示を行うこと。 

      ロ 法第５条の４及び第 51 条の２並びに指針を遵守し、適切な個人情報の取扱いを行い、秘密

を厳守すること。 

      ハ 委託募集においては募集主が募集受託者に対して報酬を与えようとする時には、その額に

ついて認可を受けなければならないこと（法第 36 条第２項）、認可を受けた額を超えて報酬

を与えてはならないこと（法第 40 条）。 

      ニ 募集主又は募集受託者は、募集開始後、四半期毎に募集採用の状況をとりまとめ、別に定

める「労働者募集報告」の作成に備えておくものとすること。 

 
 

３ 委託募集の届出 
（１）届出の原則 

      委託募集を、募集主が募集受託者に報酬を与えることなく行う場合、募集区域が通勤区域内

であると否とにかかわらず、厚生労働大臣又は都道府県労働局長に届け出なければならない

（法第 36 条第３項、則第 37 条第１項第６号）。 

      なお、届出の有効期間は最長で１年とし、１年を超えて行う場合には、以後１年ごとに届け

出なければならない。 

     

（２）届出の手続 

      募集主は、様式第３号「委託募集届出書」の正本１部及び写し１部を、募集を開始する月の

10 日前までに、都道府県労働局長に提出するものとする。 

      その際、委託募集届出書の内容を証明するために必要となる帳簿、書類等を同時に提示する

ものとする。 

      なお、届出は、募集受託者が募集主に代わって行うことができるものとする。この場合、募

集事業所が複数の都道府県労働局の管轄にまたがる場合については、１つの募集事業所の所在

地を管轄する都道府県労働局の長にこれをまとめて提出して差し支えないものとし、上記の提

出部数に加え、提出先の都道府県労働局以外の募集事業所の所在地を管轄する都道府県労働局

の数だけ、委託募集届出書の写しを提出するものとする。 

 
（３）届出の受付 

        委託募集届出書の提出を受けた都道府県労働局長は、次の手順によりその内容を確認するも

のとする。 
      なお、受付の際提示のあった帳簿、書類等は、確認終了後返還するものとする。 
      イ 委託募集届出書の様式が所定のものであるかどうか、また、必要部数が提出されているか

どうかを確認する。 
      ロ 委託募集届出書の記載内容の不備、記載洩れ等がないかを確認する。 
     

（４）厚生労働大臣への届出に係る都道府県労働局長の手続 
      イ 委託募集届出書の確認及び意見書の作成 
        都道府県労働局長は、委託募集届出書の内容を検討の上、様式第４号「委託募集届出に関

する意見書」（以下「届出意見書」という。）により都道府県労働局長の意見を作成すること。 
      ロ 厚生労働大臣への送付 
        都道府県労働局長は、申請を受け付けた日から７日以内に、委託募集届出書（正本１部）

に、イの届出意見書及び様式第５号「委託募集届出一覧表」（以下「届出一覧表」という。）

を作成、添付し、厚生労働大臣に送付するものとする。 

        また、委託募集届出書の写し１部並びに届出意見書及び届出一覧表それぞれ１部を都道府

県労働局長の控として保管する。 
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（５）委託募集届出書の内容の確認等（厚生労働大臣及び都道府県労働局長） 

厚生労働大臣（自県外募集で、一の都道府県からの募集人員が 30 人以上のもの及び募集人員

総数が 100 人以上のもの以外のもの（２の（１）の②参照）については、都道府県労働局長）

は、委託募集届出書の内容を最終的に確認し、指導等の要否を決定するが、その手続は次によ

り行うものとする。 

      イ 確認 

        届出内容が次の事項に反するものでないかを確認する。 

    （イ）募集主について、職業安定法その他次に掲げる労働関係法令に係る重大な違反がないこ

と。 

          ① 労働基準法第 117 条、第 118 条第１項（同法第６条及び第 56 条に係る部分に限る。）

の規定並びにこれらの規定に係る同法 121 条の規定（これらの規定が、労働者派遣事業

の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第４４条（第４項を除く。）に

より適用される場合を含む。）） 

          ② 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第 58 条か

ら第 62 条までの規定 

     ③ 港湾労働法第 48 条、第 49 条（第１号を除く。）及び第 51 条（第２号及び第３号に係

る部分に限る。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第 52 条の規定 

          ④ 建設労働者の雇用の改善等に関する法律第 49 条、第 50 条及び第 51 条（第２号及び第

３号を除く。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第 52 条の規定 

          ⑤ 中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善      

の促進に関する法律第 19 条、第 20 条及び第 21 条（第３号を除く。）の規定並びにこれ

らの規定に係る同法第 22 条の規定 

          ⑥ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第 62 条から

第 65 条までの規定及びこれらの規定に係る同法第 66 条の規定 

          ⑦ 林業労働力の確保の促進に関する法律第 32 条、第 33 条、第 34 条（第３号を除く。）

並びにこれらの規定に係る同法第 35 条の規定 

     ⑧ 外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律第 108 条、第 109

条、第 110 条（同法第 44 条の規定に係る部分に限る。）、第 111 条（第１号を除く。）及

び第 112 条（第１号（同法第 35 条第１項の規定に係る部分に限る。）及び第６号から第

11 号までに係る部分に限る。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第 113 条の規定 

 

（ロ）募集に係る労働条件が適正であること。 

      なお、「適正」とは、法令（賃金の毎月払い原則等）に違反するものでなく、また、同地

域における同業種の賃金水準に比較して著しく低くないことをいう。 

      （ハ）募集に係る業務内容及び労働条件が明示されていること。 

           なお、「明示されている」とは、法第５条の３の規定による明示が適切に行われているこ

と、また、労働条件等の明示について指針に定めがあるものについては当該定めの要件を

満たしていることをいう。 

      （ニ）募集を行おうとする者の事業所が適用事業所である場合には、労働・社会保険に適切に

加入していること。 

      （ホ）受託者に対して報酬を与えないこと。 

      （ヘ）募集受託者について、（イ）に掲げる職業安定法その他労働関係法令にかかる重大な違反

がないこと。 

      （ト）募集受託者について、成年被後見人又は被保佐人でないこと。 

      （チ）募集受託者について、労働関係法令及び募集内容、職種に関して十分な知識を有してい

る者であること。 

         なお、募集規模が極めて大きい場合には特定募集地域への募集人員の集中及び募集従事

者の集中を排除するため調整を図るものとするが、都道府県労働局長が行う審査について

は、必要な場合には募集事業所の所在地を管轄する都道府県労働局長と募集受託者の所在

地を管轄する都道府県労働局長とで調整会議を開催して調整する。 

      ロ 不適切な届出に対する指導等 

      （イ）届出内容がイの（イ）から（チ）の事項に反するものについては、届出者に対して、委

託募集が当該事項に沿って行われるよう次のとおり指導等をすることとする。 

         ① イの（イ）、（ロ）、（ハ）のうち指針に定めがあるものについて当該定めの要件を満た
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すべきこと、（ニ）、（ヘ）、（ト）又は（チ）に反するものについては、法第 37 条第１項

に基づく制限の対象となるものであり、是正を指導し、是正されない場合には、同項に

よる制限を行うこと。 
         ② イの（ハ）のうち法第５条の３の規定による明示が適切に行われるべきこと又は（ホ）

に反しているものについては、法第５条の３又は第４０条に違反するものとして、是正

を指導すること。 
（ロ）これは、募集受託者に報酬を与えることなく行う委託募集については、届出で行うこと

ができるものであるが、不適切な募集が行われないよう、届出内容の適正性を確保するた

めに行うものである。 
（ハ）なお、指導等に従わない場合には、法の規定又は法の規定に基づく命令若しくは処分に

違反するものとして、改善命令又は業務廃止命令若しくは業務停止命令が出されることが

あることについて、あわせて教示すること（法第 41 条第２項。Ⅵの５まで参照）。 
   ハ その他 
        都道府県労働局においては、（４）のロにより保管している委託募集届出書の写しに顛末を

記録し、届出状況を整理しておくものとする。 
   

（６）募集の制限 
      厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、労働力の需給を調整するために特に必要があるとき

は、労働者の募集に関し、募集時期、募集人員、募集地域その他募集方法について、理由を付

して制限することができる（法第 37 条第１項）。 

      募集の制限は、通常、国家的に緊要な政策の遂行を容易ならしめるため、又は募集地域若し

くは就業地域における一般的な労働基準を不当に害するような募集を防止するために行われ

るものである（則第 30 条第２項）（Ⅳの３の（１）及び（２）参照）。 

   

（７）募集主及び募集受託者に対する指導 

      都道府県労働局長は、届出受付の際、届出者に対して、以下の事項を周知・指導するととも

に、募集受託者が、同事項を遵守するよう徹底するための措置を要請するものとする。 

      イ 法第５条の３及び第 42 条並びに指針を遵守し、適切な労働条件の明示を行うこと。 

      ロ 法第５条の４及び第 51 条の２並びに指針を遵守し、適切な個人情報の取扱いを行い、秘密

を厳守すること。 
      ハ 募集主又は募集受託者は、募集開始後、四半期毎に募集採用の状況をとりまとめ、別に定

める「労働者募集報告」の作成に備えておくものとすること。 
   
 

４ 労働者募集報告 
    募集主は、様式第２号により毎年度に「労働者募集報告」を作成して、これを当該年度の翌年

度の４月末日まで（当該年度の終了前に労働者の募集を終了する場合にあっては、当該終了の日

の属する月の翌月の末日まで）に都道府県労働局長に提出しなければならない（則第 28 条第３項）。 
    なお、労働者募集報告については、募集受託者が募集主に代わって作成、提出して差し支えな

いものとする。 
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Ⅳ 労働者募集の原則  
   

１ 労働者募集の原則 
    募集主及び募集受託者は、次の原則に従って労働者募集（文書募集、直接募集又は委託募集）

を行わなければならない。 
    （１）労働条件の明示等（法第５条の３、指針第３） 
      イ 法第５条の３の規定に基づき、募集主及び募集受託者が募集に応じて労働者になろうとす

る者に対して行う労働条件等の明示は、次に掲げる事項が明らかとなる書面の交付の方法又

は電子メールを利用する方法により行う必要がある（則第４条の２）。ただし、（リ）につい

ては、労働者を派遣労働者（労働者派遣法第２条第２号に規定する派遣労働者をいう。以下

同じ。）として雇用しようとする者に限る。      
 （イ）労働者が従事すべき業務の内容に関する事項 

      （ロ）労働契約の期間に関する事項（期間の定めの有無、期間の定めがあるときはその期間） 
   （ハ）試みの使用期間（以下「試用期間」という。）に関する事項（試用期間の有無、試用期間 

があるときはその期間） 
      （ニ）就業の場所に関する事項 
      （ホ）始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間及び休日に関する事

項 
      （ヘ）賃金（臨時に支払われる賃金、賞与及び労働基準法施行規則第８条各号に掲げる賃金を

除く。）の額に関する事項 
      （ト）健康保険法による健康保険、厚生年金保険法による厚生年金、労働者災害補償保険法に

よる労働者災害補償保険及び雇用保険法による雇用保険の適用に関する事項 
（チ）労働者を雇用しようとする者の氏名又は名称に関する事項 

（リ）労働者を派遣労働者として雇用しようとする旨 

 
（２）労働条件の明示等にあたっての留意点 

      イ 募集主及び募集受託者は、募集に応じて労働者になろうとする者に対して、従事すべき業

務の内容及び賃金、労働時間その他の労働条件（以下「従事すべき業務の内容等」という。）

を可能な限り速やかに明示するとともに、次に掲げるところによらなければならないこと（指

針第３参照）。 
（イ）明示する従事すべき業務の内容等は、虚偽又は誇大な内容としないこと。 
（ロ）労働時間に関しては、始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働、休憩時間、休

日等について明示すること。また、労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）に基づき、裁量

労働制が適用されることとなる場合（※）には、その旨を明示すること。 
※ 労働基準法第 38 条の３第１項の規定により同項第２号に掲げる時間労働したものと

みなす場合又は労働基準法第 38 条の４第１項の規定により同項第３号に掲げる時間

労働したものとみなす場合。 

（ハ）賃金に関しては、賃金形態（月給、日給、時給等の区分）、基本給、定額的に支払われ

る手当、通勤手当、昇給に関する事項等について明示すること。また、一定時間分の時間

外労働、休日労働及び深夜労働に対する割増賃金を定額で支払うこととする労働契約を締

結する仕組みを採用する場合は、名称のいかんにかかわらず、一定時間分の時間外労働、

休日労働及び深夜労働に対して定額で支払われる割増賃金（以下この（ハ）において「固

定残業代」という。）に係る計算方法（固定残業代の算定の基礎として設定する労働時間

数（以下この（ハ）において「固定残業時間」という。）及び金額を明らかにするものに

限る。）、固定残業代を除外した基本給の額、固定残業時間を超える時間外労働、休日労

働及び深夜労働分についての割増賃金を追加で支払うこと等を明示すること。 

（ニ） 期間の定めのない労働契約の前に期間の定めのある労働契約を締結しようとする場合は、

当該契約が試用期間の性質を有するものであっても、当該試用期間の終了後の従事すべき

業務の内容等ではなく、当該試用期間に係る従事すべき業務の内容等を明示すること。 
 

ロ  募集主及び募集受託者は、従事すべき業務の内容等を明示するにあたっては、次に掲

げるところによるべきであること。 

（イ）原則として、募集に応じて労働者になろうとする者と最初に接触する時点までに従

事すべき業務の内容等を明示すること。なお、イ（ロ）後段の裁量労働制及びイ（ハ）

後段の固定残業代に係る内容の明示については、特に留意すること。 



 12 
 

「最初に接触する時点」とは、面接、メール、電話などにより、募集主及び募集受託

者と募集に応じて労働者になろうとする者との間で意思疎通（面接の日程調整に関す

る連絡等を除く。）が発生する時点をいうものであること。 

（ロ）従事すべき業務の内容等の事項の一部をやむを得ず別途明示することとするとき 

は、その旨を併せて明示すること。 

 

ハ 募集主及び募集受託者は、従事すべき業務の内容等を明示するにあたっては、次に掲 

げる事項に配慮すること。 

（イ）募集に応じて労働者になろうとする者に具体的に理解されるものとなるよう、従事すべ

き業務の内容等の水準、範囲等を可能な限り限定すること。 

（ロ）募集に応じて労働者になろうとする者が従事すべき業務の内容に関しては、職場環境 

を含め、可能な限り具体的かつ詳細に明示すること。 

（ハ）明示する従事すべき業務の内容等が労働契約締結時の従事すべき業務の内容等と異なる

こととなる可能性がある場合は、その旨を併せて明示するとともに、従事すべき業務の内

容等が既に明示した内容と異なることとなった場合には、当該明示を受けた募集に応じて

労働者になろうとする者に速やかに知らせること。 

 
（３）募集主による労働条件等の変更等に係る明示 

   イ 募集主は、募集に応じて労働者になろうとする者と労働契約を締結しようとする場合

であって、当該募集に応じて労働者になろうする者に対して法第５条の３条第１項の規

定により明示された従事すべき業務の内容等（以下「第１項明示」という。）を変更し、

特定し、削除し、又は追加する場合には、当該契約の相手方となろうとする者に対し、

当該変更し、特定し、削除し、又は追加する従事すべき業務の内容等（以下「変更内容

等」という。）を明示（以下「変更等明示」という。）しなければならないこと。明示

の方法は、書面の交付の方法又は電子メールを利用する方法により行う必要がある。 

     従事すべき業務の内容等の「特定」とは、第１項明示を一定の範囲を示すことにより

行っていた場合に、労働契約を締結しようとする際に内容を確定させることをいうもの

である。 

     例えば、第 1 項明示において、「月給 20 万円～25 万円」と示し、労働契約を締結し

ようとする際に「20 万円」に確定する場合などが「特定」に該当する。 

     また、第 1 項明示において、複数の選択肢や制度適用の可能性がある旨示していた場

合（例：就業場所はＡ事業所又はＢ事業所、Ａ事業所の場合には裁量労働制の対象業務）

において、労働契約を締結しようとする際に内容を確定した場合（就業場所はＡ事業所、

裁量労働制の対象業務）などについても「特定」に該当する。 

     なお、法第５条の３第１項の規定に基づく明示について、（２）ロ（ロ）により、従

事すべき業務の内容等の事項の一部（以下このイにおいて、「当初明示事項」という。）

が明示され、別途、当初明示事項以外の従事すべき業務の内容等の事項が明示された場

合は、当初明示事項を第１項明示として取り扱うこと。 

   ロ 募集主は、変更等明示を行うに当たっては、募集に応じて労働者になろうとする者が変

更内容等を十分に理解することができるよう、適切な明示方法をとらなければならないこ

と。その際、次の（イ）の方法によることが望ましいものであるが、次の（ロ）などの方法

によることも可能であること。 

（イ）第１項明示と変更内容等とを対照することができる書面を交付すること。 

（ロ）労働基準法第 15 条第１項の規定に基づき交付される書面において、変更内容等に下線

を引き、若しくは着色し、又は変更内容等を注記すること。なお、第１項明示の一部の

事項を削除する場合にあっては、削除される前の当該従事すべき業務の内容等も併せて

記載すること。 

   ハ 募集主は、締結しようとする労働契約に係る従事すべき業務の内容等の調整が終了した後、

当該労働契約を締結するかどうか募集に応じて労働者になろうとする者が考える時間が確

保されるよう、可能な限り速やかに変更等明示を行うこと。また、変更等明示を受けた募集

に応じて労働者になろうとする者から、第１項明示を変更し、特定し、削除し、又は第１

項明示に含まれない従事すべき業務の内容等を追加する理由等について質問された場合に

は、適切に説明すること。 

ニ  第１項明示は、そのまま労働契約の内容となることが期待されているものであること。ま

た、第１項明示を安易に変更し、削除し、又は第１項明示に含まれない従事すべき業務の内



 13 
 

容等を追加してはならないこと。 

ホ 学校卒業見込者等（青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和 45 年法律第 98 号）第 11

条に規定する学校卒業見込者等をいう。以下このホにおいて同じ。）については、特に配慮

が必要であることから、第１項明示を変更し、削除し、又は第１項明示に含まれない従事す

べき業務の内容等を追加すること（（２）ロ（ロ）により、従事すべき業務の内容等の一部

をやむを得ず別途明示することとした場合において、当該別途明示することとされた事項を

追加することを除く。）は不適切であること。また、原則として、学校卒業見込者等につい

ては、採用内定時に労働契約が成立する場合には、採用内定時までに、法第５条の３第１項

及び変更等明示が書面により行われるべきであること。 

   ヘ 法第５条の３第１項の規定に基づく明示が法の規定に抵触するものであった場合、変更等

明示を行ったとしても、同項の規定に基づく明示が適切であったとみなされるものではない

こと。 

ト 募集主は、第１項明示を変更し、削除し、又は第１項明示に含まれない従事すべき業務の

内容等を追加した場合において、当該変更し、削除し、又は追加した従事すべき業務の内

容等により、引き続き労働者の募集を行おうとする場合は、募集要項等の内容を検証し、

修正等を行うべきであること。 

 

（４）試用期間中の従事すべき業務の内容等と当該期間終了後の従事すべき業務の内容等が異 

なる場合の取扱い 

   （１）及び（３）において、試用期間中と試用期間終了後の従事すべき業務の内容等が異

なるときは、それぞれの従事すべき業務の内容等を示すことにより行わなければならない

こと。  

 

（５） 記録の保存 

    募集主は、募集に応じて労働者になろうとする者に対して法第５条の３第１項の規定により

明示された従事すべき業務の内容等に関する記録を、当該明示に係る労働者の募集が終了する

日（当該明示に係る労働者の募集が終了する日以降に当該明示に係る労働契約を締結しようと

する者にあっては、当該明示に係る労働契約を締結する日）までの間保存しなければならない。 

 
  （６）募集内容の的確な表示等（法第 42 条） 

イ 文書、インターネット等により労働者募集を行おうとする募集主及び募集受託者は、労働

者の適切な職業選択に資するため、当該募集に係る従事すべき業務の内容等を明示するに当

たっては、当該募集に応じようとする労働者に誤解を生じさせることのないよう平易な表現

を用いる等その的確な表示に努めなければならない。この場合において、当該募集主及び募

集受託者が募集情報等提供事業を行う者をして、労働者の募集に関する情報を労働者となろ

うとする者に提供させようとするときは、当該募集情報等提供事業を行う者に対し、必要な

協力を求めるように努めるとともに、募集情報等提供事業（※）を行う者から、募集情報の

内容が次のいずれかに該当することを理由として、その内容の変更の依頼等があったときは、

当該情報を適正なものとするよう適切な措置を講ずること。 
  （イ）公衆衛生又は公衆道徳上有害な業務に就かせる目的の募集情報 
  （ロ）その内容が法令に違反する募集情報 
  （ハ）実際の従事すべき業務の内容等と相違する内容を含む募集情報 
ロ 募集情報等提供事業を行う者は、労働者の募集を行う者若しくは募集受託者又は労働者と

なろうとする者の依頼を受け提供する情報が的確に表示されたものとなるよう、当該依頼を

した者に対し、必要な協力を行うように努めなければならない。 
     

（７）個人情報の取扱い（法第５条の４、指針第４） 

      イ 個人情報の収集、保管及び使用（指針第４の１参照）  
      （イ） 募集主及び募集受託者は、その業務の目的の達成に必要な範囲内で労働者の個人情報（イ

及びロにおいて単に「個人情報」という。）を収集することとし、次に掲げる個人情報を収

集してはならない。ただし、特別な職業上の必要性が存在することその他業務の目的の達

成に不可欠であって収集目的を示して本人から収集する場合はこの限りではない。 
          ① 人種、民族、社会的身分、門地、本籍、出生地その他社会的差別の原因となるおそれ

のある事項 
          ② 思想及び信条 
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          ③ 労働組合の加入状況 
          ①から③までについては、具体的には、例えば次に掲げる事項が該当すること。 
          （ⅰ）①関係 家族の職業、収入、本人の資産等の情報（税金、社会保険の取扱い等労務

管理を適切に実施するために必要なものを除く。） 
          （ⅱ）②関係 人生観、生活信条、支持政党、購読新聞・雑誌、愛読書 
          （ⅲ）③関係 労働運動、学生運動、消費者運動その他社会運動に関する情報 

（ロ）募集主及び募集受託者は、個人情報を収集する際には、本人から直接収集し、又は本人

の同意の下で本人以外の者から収集する等適法かつ公正な手段によらなければならない。     

「等」には本人が不特定多数に公表している情報から収集する場合が含まれる。 
         なお、これ以外の場合で、問題が生じた場合には、本省あて相談すること。 
      （ハ）募集主及び募集受託者は、高等学校若しくは中等教育学校又は中学校の新規卒業予定者

である求職者等から応募書類の提出を求めるときは、職業安定局長の定める書類（全国高

校統一応募用紙又は職業相談票（乙））により提出を求めることが必要であること。 
          当該応募書類は、新規卒業予定者だけでなく、卒業後１年以内の者についてもこれを利

用することが望ましい。 
      （ニ）個人情報の保管又は使用は、収集目的の範囲に限られる。ただし、他の保管若しくは使      

用の目的を示して本人の同意を得た場合又は他の法律に定めのある場合は、この限りでな

い。他の保管若しくは使用の目的を示して本人の同意を得た場合又は他の法律に定めのあ

る場合を除き、「労働者募集業務（労働者を雇用しようとする者が、自ら又は他人に委託し

て、労働者となろうとする者に対し、その被用者となることを勧誘する業務）」として利用

目的を特定すべきものであり、その変更も基本的に想定されないものであること。 

なお、法及び指針においては、法第５条の４第１項ただし書及び指針第４の１の(4)のた

だし書に該当する場合は、労働者の募集に伴い収集等される募集に応じて労働者になろう

とする者の個人情報の募集業務以外の目的での利用も可能となっているが、この場合にあ

っても、その利用目的をできる限り特定する必要があること。 

募集受託者が募集主に対して募集に応じて労働者になろうとする者の個人データを示す

行為は、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号。以下「個人情報保護法」

という。）第 23 条第 1 項の「第三者提供」に該当するものであることから、例えば、募集

主に提供されることとなる個人データが募集主に提供されることに関する同意欄を設ける

こと等により、必ず募集に応じて労働者になろうとする者から同意をあらかじめ得るよう

にすることが必要となるものであること。なお、この「同意」の取得の方法は、特段の要

式行為とされているものではないが、トラブル防止等の観点からも、書面による取得など

事後に「同意」の事実を確認できるような形で行うことが望ましいものであること。  

 ロ 個人情報の適正管理（指針第４の２参照） 
      （イ）募集主及び募集受託者は、その保管又は使用に係る個人情報に関し、次の事項に係る適

切な措置を講ずるとともに、募集に応じて労働者になろうとする者からの求めに応じ、当

該措置の内容を説明しなければならない。 
          ① 個人情報を目的に応じ必要な範囲において正確かつ最新のものに保つための措置 
          ② 個人情報の紛失、破壊及び改ざんを防止するための措置 
          ③ 正当な権限を有しない者が個人情報にアクセスすることを防止するための措置 
          ④ 収集目的に照らして保管する必要がなくなった個人情報を破棄又は削除するための措

置 
          ④には本人からの破棄や削除の要望があった場合も含まれる。 

（ロ）募集主及び募集受託者が、労働者の秘密に該当する個人情報を知り得た場合には、当該

個人情報が正当な理由なく他人に知らされることのないよう、厳重な管理を行わなけれ

ばならない。 
「個人情報」とは、個人を識別できるあらゆる情報をいうが、このうち「秘密」とは、

一般に知られていない事実であって（非公知性）、他人に知られないことにつき本人が相当

の利益を有すると客観的に認められる事実（要保護性）をいうものである。具体的には、

本籍地、出身地、支持・加入政党、政治運動歴、借入金額、保証人となっている事実等が

秘密に当たりうる。 
ハ 個人情報の保護に関する法律の遵守（指針第４の３参照） 

募集主及び募集受託者は、個人情報保護法第２条第５項に規定する個人情報取扱事業者（以

下「個人情報取扱事業者」という。）に該当する場合には、同法第４章第１節に規定する義務
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を遵守しなければならないこと。また、個人情報取扱事業者に該当しない場合であっても、

個人情報取扱事業者に準じて、個人情報の適正な取扱いの確保に努めること。 
なお、個人情報保護法を踏まえて、募集主及び募集従事者が講ずべき措置等については、

Ⅶによること。 

 

（８）秘密を守る義務（法第 51 条第１項） 

募集主及び募集受託者並びにこれらの代理人、使用人その他の従業者は、正当な理由なく、

その業務上取り扱ったことについて知り得た人の秘密を漏らしてはならない。募集主及び募

集受託者でなくなった後においても、同様であること。 

 

 

 

 

 

   
（９）募集に応じて労働者になろうとする者からの苦情の適切な処理（指針第６の１） 

募集主及び募集受託者は、職業安定機関、特定地方公共団体等と連携を図りつつ、当該事

業に係る募集に応じて労働者になろうとする者からの苦情に迅速、適切に対応することとし、

そのための体制の整備及び改善向上に努めること。また、苦情に対応した場合には、守秘義務

等に配慮をした上で、苦情を申し出た者に対して、適切に結果についての報告等を行うこと。 
  

（10）労働者の募集及び採用における年齢制限の禁止に関する取組 

イ 雇用対策法（昭和 41 年法律第 132 号。以下「雇対法」という。）第 10 条により、労働者

の募集及び採用について年齢制限を禁止することが義務化されているが、雇用対策法施行

規則（昭和 41 年労働省令第 23 号。）第１条の３第１項により、合理的な理由があって例外

的に年齢制限が認められる場合が規定されていること。 

ロ 募集主は、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律施行規則（昭和 46 年労働省令第 24

号。以下「高齢法施行規則」という。）第６条の５第２項各号に掲げる書面又は電磁的記録

により、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和 46 年法律第 68 号。以下「高齢法」

という。）第 20 条第１項に規定する場合に該当するときは、その理由を示さなければなら

ないこと。また、募集受託者は、募集主から当該理由の提示を受けたときは、当該理由を

募集に応じて労働者になろうとする者に対して、適切に提示しなければならないものであ

ること（指針第３の４）。 

  この場合の「適切に提示する」とは、高齢法施行規則第６条の５第１項の規定に準じて、

求職者に対して提示する求人の内容を記載又は記録した書面又は電磁的記録（電子メール、

ホームページ、ＦＡＸ、ＣＤ－ＲＯＭ等）に、当該理由を併せて記載又は記録する方法に

より提示することを原則とするものであること。 

  ただし、募集主及び募集受託者が、事業主からの年齢制限を行う労働者の募集について、

刊行物に掲載する広告その他これに類する方法により労働者の募集を行う場合等において、

あらかじめ当該広告等に当該理由を提示することが困難なときは、高齢法施行規則第６条

の５第３項の規定に準じて、当該募集主及び募集受託者は、募集に応じて労働者になろう

とする者の求めに応じて、遅滞なく書面の交付、電子メール又はＦＡＸの送信、ホームペ

ージへの掲示等により当該理由を示すことができること。また、当該労働者になろうとす

る者に対して提示する募集の内容を記載又は記録した書面又は電磁的記録がない場合にお

いても、上記と同様の方法により当該理由を示すことができるものとされていること。 

ハ 雇対法第 35 条に基づく資料の提出の要求等若しくは高齢法第 18 条の２第２項に基づく

報告の徴収又は雇対法第 32 条若しくは高齢法第 20 条第２項に基づく助言、指導又は勧告 

（イ）雇対法第 35 条において、厚生労働大臣は、「この法律（第 27 条第１項及び第 28 条第

１項を除く。）を施行するために必要があると認めるときは、事業主に対して、必要な資

料の提出及び説明を求めることができる」とされていること。このため、求人の年齢制

限が雇対法施行規則第１条の３第１項各号に該当するか否かを確認するために必要と判

断される場合には、事業主に対して、必要な資料の提出及び説明を求めることができる

ものとされていること。また、高齢法第 20 条第２項において、必要があると認めるとき

は報告を求めることができるとされていること。 

これらの規定については、以下のとおりとするものであること。 

※「秘密」とは、個々の募集に応じて労働者になろうとする者に関する個人情報をいい、 

 私生活に関するものに限られない。 
※「他に」とは、当該秘密を知り得た事業所内の使用人その他の従業員以外の者をいう。 
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① 雇対法 35 条を根拠として資料の提出の要求等を行う場合 

年齢制限を行う求人が雇対法第 10 条及び同法施行規則第１条の３第１項各号に該

当するか否かを確認する場合は、原則として雇対法第 35 条を根拠として資料の提出の

要求等を行うこと。 

② 高齢法第 20 条第２項を根拠として報告の徴収を行う場合 

事業主が年齢制限を行う理由の提示を拒否する場合は、高齢法第 20 条第２項を根拠

として報告徴収を行うこと。 

（ロ）雇対法第 33 条により、同法第 10 条に違反した場合には、助言、指導又は勧告を行う

ことができるとされていること。一方、高齢法第 20 条第２項においても同条第１項に違

反する場合には、助言、指導又は勧告を行うことができるとされていること。 

   これらの助言、指導又は勧告の運用は以下のとおりとするものであること。 

① 高齢法第 20 条第２項に基づき助言、指導又は勧告を行う場合 

    65 歳未満の上限年齢を設定しているにもかかわらず、当該年齢制限に係る理由の提

示が行われていない場合には、高齢法第 20 条第１項に違反するものとして、高齢法第

20 条第２項に基づき助言、指導又は勧告を行うこと。 

② 雇対法第 33 条に基づき助言、指導又は勧告を行う場合 

    年齢制限に係る理由の提示は行われているが、当該理由が雇対法施行規則第１条の

３第１項各号に該当しない場合、又は下限年齢のみ制限をしている場合若しくは 65 歳

以上を上限年齢として年齢制限をしている場合など高齢法第 20 条第１項の理由の提

示の対象とならない年齢制限が行われているおそれがある場合については、雇対法第

33 条の規定に基づき助言、指導又は勧告を行うこと。 

（ハ）権限の委任 

（イ）及び（ロ）に関する厚生労働大臣の権限は、雇対法第 35 条については雇対法施

行規則第 15 条の規定により、高齢法第 20 条第２項については高齢法施行規則第 34 条の

規定により公共職業安定所長に委任されていること。 

ニ イ及びロの趣旨に沿った事業運営を行うため、募集受託者は、以下の措置を講ずべきこ

と（募集受託者の講ずべき措置）。 

（イ）募集主が委託募集を行う場合における当該委託に係る募集の内容を記載又は記録した

書面等の整備 

募集受託者が募集主から委託を受ける際の、当該委託募集に係る募集の内容を記載又

は記録した書面等について、年齢制限の理由を記載することが可能な欄を設ける等所要

の整備を図ること（特記事項欄等の活用でも差し支えない。）。 

（ロ）募集の委託の申込みへの対応 

年齢制限を行う募集の委託があった場合は、次に掲げる措置を講ずること。 

① 内容の確認等 

当該募集の委託の内容が雇対法第 10 条及び高齢法第 20 条第１項に違反するもので

ないか必要な確認をすること。 

なお、年齢制限を行う理由については、雇対法施行規則第１条の３第１項各号にお

いて定められた例外事由であることが必要であること。 

また、高齢法第 20 条の趣旨にかんがみ、求人事業主は、雇対法施行規則第１条の３

第１項各号に列挙されたいずれかの場合に該当することを単に示す（対応する条文を

記載する等）だけではなく、当該労働者の募集及び採用にあたって年齢制限を行う具

体的な理由を示す必要があることに留意すること。このため募集受託者にあっては、

年齢制限を行う募集主に対し具体的な理由を示すよう求めること。 

募集主が提示した理由が雇対法施行規則第１条の３第１項各号に該当するか否か不

明である場合は、管轄の公共職業安定所に対して照会すること。 

② 雇対法第 10 条又は高齢法第 20 条第１項違反の募集の委託への対応 

（ａ）委託される労働者の募集の内容が雇対法 10 条若しくは高齢法第 20 条第１項に違

反するものであることが疑われる場合又は違反するものであると認められる場合は、

当該募集の委託について受託を行わず、当該募集主に対して、雇対法第 10 条及び高

齢法第 20 条の趣旨等を説明し、当該委託される募集の内容を是正するよう働きかけ

を行うこと。 

（ｂ）（ａ）の働きかけにもかかわらず、雇対法第 10 条又は高齢法第 20 条第１項に違反

する当該委託される募集の内容が是正されない場合には、当該募集の委託について
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受託を行わず、様式第９号「年齢制限求人に係る情報提供」により管轄の公共職業

安定所に対して情報提供を行うこと。 

なお、この場合における募集受託者からの公共職業安定所に対する情報提供は、

雇対法第10条又は高齢法第20条の趣旨を確保するために行うものであることから、

職業安定法第 51 条第１項の正当な理由がある場合に該当し、職業安定法第 51 条第

２項の「みだりに他人に知らせること」には該当しないものであること。また、個

人情報保護法第 23 条第１項第４号の「国の機関若しくは地方公共団体又はその委託

を受けた者が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合で

あって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがある

とき。」にも該当するものであること。 

（ｃ）上記（ｂ）の情報提供を行った場合、公共職業安定所から「勧告等結果報告書」

若しくは「是正結果報告書」の提供が行われるので、これらに基づいて適切に対応

すること。 

③ 雇対法施行規則第１条の３第２項への対応 

雇対法施行規則第１条の３第２項の趣旨に基づき、募集及び採用に係る職務の内容、

当該職務を遂行するために必要とされる労働者の適性、能力、経験、技能の程度など、

労働者が応募するにあたり求められる事項をできる限り明示すること。 

（ハ）都道府県労働局需給調整事業担当部局における対応 

都道府県労働局需給調整事業担当部局においては、これらの対応について募集受託者

等からの相談があった場合には、適正な事業運営のための助言、援助等を行うこと。 

（ニ）職業安定法に基づく募集受託者に対する指導等 

委託される労働者の募集について、募集受託者が（ロ）の措置等を適切に講ずること

なく、労働者の募集の委託の申込みを受託し、労働者の募集を行っている場合には、法

第 48 条の２の指導及び助言の対象となるものであること。 

また、募集主が雇対法第 10 条及び高齢法第 20 条第１項に基づく労働者の募集の委託

をしているのにもかかわらず、募集受託者が当該年齢制限の理由を募集に応じて労働者

になろうとする者等に対して適切に提示していない場合や、これらの規定に違反する内

容の労働者の募集について、募集受託者が、年齢制限の理由の提示を行わない募集の委

託の内容について繰り返し受託し、募集を行う等悪質な場合については、法第 48 条の２

の指導及び助言、同法第 48 条の３の改善命令等の対象となるものであること。 

    以上の内容については、周知、指導の徹底を図ること。 

 

（11）報酬の受領及び供与の禁止（法第 39 条、第 40 条） 

      募集主又は募集受託者は、募集に応じた労働者からその募集に関していかなる名義でも報酬

を受けてはならない。また募集主は募集従事者に対して、賃金、給料その他これに準ずるもの

又は厚生労働大臣の認可に係る報酬を与える場合を除き、報酬を与えてはならない。 

      なお、募集とは、労働者を雇用しようとする者が、自ら又は他人をして労働者となろうとす

る者に対し、その被用者となることを勧誘することであり、採用試験は募集に応じた者から雇

用することとなる者を選考するために行うものであるため、募集とは別の行為である。このた

め、採用試験の手数料を徴収することは法第 39 条の報酬受領の禁止には該当しない。 

     

（12）労働争議に対する不介入（法第 42 条の２による第 20 条の準用） 

      文書募集については、法第 20 条の規定を準用する余地はないが、直接募集及び委託募集につ

いては、次のとおりである。 

      イ 直接募集の場合 

        労働争議の当事者である募集主が労働争議に対して不介入ということはあり得ないので、

募集主が自ら労働者を募集することは差し支えない。 

        一方、募集主が被用者をして労働者の募集を行わせる場合は、その被用者の立場が当該争

議に対して募集主側に立つ者であるときには、その募集は差し支えないが、その被用者が第

三者の立場に立つ者であるときには、中立の立場を維持するため、その者は労働者の募集に

従事してはならない。この場合、法第 20 条第２項に規定する労働委員会の通報は、公共職業

安定所が通報を受けてこれを募集主に、さらに募集主が募集従事者（被用者）に通知するこ

ととなる。 

      ロ 委託募集の場合 



 18 
 

        委託募集については、募集主から委託を受けて労働者の募集に従事する者は募集主とは雇

用関係のない第三者であるから、労働争議に対する中立の立場を維持するため、その者は労

働争議中は労働者の募集を行ってはならない。この場合、法第 20 条第２項に規定する労働委

員会の通報は、労働委員会から公共職業安定所、公共職業安定所から募集主を通じて募集従

事者に通知されることとなる。 

     

（13）労働者の帰郷の措置（則第 31 条） 

      委託募集の許可を受けて労働者の募集を行う者は、労働契約の内容が募集条件と相違した時

及び募集主の都合により応募者を採用しない時は、応募者に対して帰郷に要する費用の支給又

はその他必要な措置を講じなければならない。 
     

（14）男女雇用機会均等法及び同法に基づく指針の遵守（男女雇用機会均等法第５条） 

      募集主は、労働者の募集及び採用について、女性に対して男性と均等な機会を与えなければ

ならない。 
 
   

２ 違反した場合の取扱い 
     １及び指針に違反した場合には、法第 48 条の２の規定による指導及び助言を行うこと、第 48

条の３第 1 項による改善命令（これに従わない募集主はその旨を公表されることがあり、また、

改善命令に違反した場合には法第 65 条第７号により６月以下の懲役又は 30 万円以下の罰金に処

せられることがある。）を発出することがある。また、委託募集については、法第 41 条の規定に

より許可を取消し若しくは業務の廃止を命じ、又は期間を定めて業務の停止を命ずることがある

（これに違反した場合には、法第 64 条第７号及び第８号により、１年以下の懲役又は 100 万円以

下の罰金に処せられることがある。）。 

 
  ３ 労働者募集の制限等 

（１）意義 

厚生労働大臣又は公共職業安定所長は、労働力の需要供給を調整するため特に必要があると

きは、労働者募集に関し、募集時期、募集人員、募集地域その他募集方法について、書面によ

り理由を付して制限することができる（法第 37 条第１項、則第 30 条第１項）（Ⅲの３の（６）

参照）。 

この制限は、通常国家的に緊要な政策の遂行を容易ならしめるため、又は募集地域若しくは

就業地における一般的な労働基準を不当に害するような募集を防止するために行われるもの

である（則第 30 条第２項）。 

また、委託募集の許可をする場合において、同様に文書による理由を付して必要な指示をす

ることができる（法第 37 条第２項、則第 30 条第３項）（Ⅲの２の（７）参照）。 

   

 （２）制限等の判断基準 

労働者募集の制限等は、経済変動などの影響で特定地域や業種に大量の離職者が発生し労働

市場が混乱したような場合や、緊急かつ重要な雇用政策の円滑、的確な実施を担保するために

必要な場合等について、次のような基準に基づき行われるものである。 

イ 労働者募集の時期、人員等が、当該労働市場内において必要となる国の労働力需給調整に

係る計画の遂行を阻害すると認められるかどうか。 

      ロ 労働者募集の地域が、国の労働力需給調整に係る計画の遂行を著しく阻害すると認められ

るかどうか。 

      ハ 労働者募集の方法が国の募集方法に関する考え方に反すると認められるかどうか。 

      ニ 募集地又は就業地における一般的労働基準を不当に害するおそれがあると認められるかど

うか。 

      上記基準については、具体的には、例えば次に掲げる事項が判断されること。 

・ ハ関係 Ⅲの３の（５）のイの（ハ）（法及び指針に基づき募集に係る業務内容及び労働

条件が明示されていること。）、同（ヘ）（募集受託者について、同（イ）に掲げる職業安定

法その他労働関係法令にかかる重大な違反がないこと。）、同（ト）（募集受託者について、

成年被後見人又は被保佐人でないこと。）及び同（チ）（募集受託者について、労働関係法

令及び募集内容、職種に関して十分な知識を有している者であること。） 

・ ニ関係 Ⅲの３の（５）のイの（イ）（募集主について、職業安定法その他次に掲げる
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労働関係法令に係る重大な違反がないこと。）、同（ロ）（募集に係る労働条件が適正であ

ること。）及び同（ニ）（募集を行おうとする者の事業所が適用事業所である場合には、労

働・社会保険に適切に加入していること。） 

       

（３）書面による通知 

公共職業安定所長が労働者募集に対する制限等を行うときは則第 30 条第１項、第３項及び第

４項の規定により、その制限等の理由を付して様式第１号「労働者募集の制限について」又は

様式第１号「労働者募集に関する指示について」により募集主に通知するものとする。 
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Ⅴ 求人の申込みの原則 
 

１ 求人の申込みの原則 

（１）原則（法５条の５） 

職業紹介事業者は、法第５条の５において、求人の申込みは全て受理しなければならないこ

ととされている。ただし、その申込みの内容が法令に違反するとき、その申込みの内容である

賃金、労働時間その他の労働条件が通常の労働条件と比べて著しく不適当であると認めると

き、又は求人者が労働条件等の明示をしないときは、その申込みを受理しないことができる。

なお、この原則は、職業紹介事業者の取扱職業の範囲及び取扱職種の範囲等の範囲内で適用さ

れる。 

 

（２）求人の申込みを受理しない場合の理由の説明（則４条の３第３項） 

職業紹介事業者は、（１）ただし書により、求人の申込みを受理しないときは、求人者に対

し、その理由を説明しなければならない。 

 

（３）求人の申込みにおける労働条件等の明示 
求人者は、次の原則に従って、求人の申込みをしなければならない。 

    イ 労働条件の明示等（法第５条の３、指針第３） 
法第５条の３の規定に基づき、求人者が職業紹介事業者に対して行う労働条件等の明示は、

次に掲げる事項が明らかとなる書面の交付の方法又は電子メールを利用する方法により行う

必要がある（則第４条の２）。ただし、（リ）については、労働者を派遣労働者（労働者派遣

法第２条第２号に規定する派遣労働者をいう。以下同じ。）として雇用しようとする者に限る。      
 （イ）労働者が従事すべき業務の内容に関する事項 

      （ロ）労働契約の期間に関する事項（期間の定めの有無、期間の定めがあるときはその期間） 
   （ハ）試みの使用期間（以下「試用期間」という。）に関する事項（試用期間の有無、試用期間 

があるときはその期間） 
      （ニ）就業の場所に関する事項 
      （ホ）始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間及び休日に関する事

項 
      （ヘ）賃金（臨時に支払われる賃金、賞与及び労働基準法施行規則第８条各号に掲げる賃金を

除く。）の額に関する事項 
      （ト）健康保険法による健康保険、厚生年金保険法による厚生年金、労働者災害補償保険法に

よる労働者災害補償保険及び雇用保険法による雇用保険の適用に関する事項 
（チ）労働者を雇用しようとする者の氏名又は名称に関する事項 

（リ）労働者を派遣労働者として雇用しようとする旨 

 
ロ 労働条件の明示等にあたっての留意点 

      （イ）求人者は、職業紹介事業者に対して、従事すべき業務の内容及び賃金、労働時間その他

の労働条件（以下「従事すべき業務の内容等」という。）を明示するにあたっては、次に掲

げるところによらなければならないこと（指針第３参照）。 
① 明示する従事すべき業務の内容等は、虚偽又は誇大な内容としないこと。 
② 労働時間に関しては、始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働、休憩時間、

休日等について明示すること。また、労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）に基づき、

裁量労働制が適用されることとなる場合（※）には、その旨を明示すること。 
※ 労働基準法第 38 条の３第１項の規定により同項第２号に掲げる時間労働したものと

みなす場合又は労働基準法第 38 条の４第１項の規定により同項第３号に掲げる時間

労働したものとみなす場合。 

③ 賃金に関しては、賃金形態（月給、日給、時給等の区分）、基本給、定額的に支払わ 

れる手当、通勤手当、昇給に関する事項等について明示すること。また、一定時間分の 

時間外労働、休日労働及び深夜労働に対する割増賃金を定額で支払うこととする労働契

約を締結する仕組みを採用する場合は、名称のいかんにかかわらず、一定時間分の時間

外労働、休日労働及び深夜労働に対して定額で支払われる割増賃金（以下この③におい

て「固定残業代」という。）に係る計算方法（固定残業代の算定の基礎として設定する

労働時間数（以下この③において「固定残業時間」という。）及び金額を明らかにする
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ものに限る。）、固定残業代を除外した基本給の額、固定残業時間を超える時間外労働

、休日労働及び深夜労働分についての割増賃金を追加で支払うこと等を明示すること。 

④ 期間の定めのない労働契約の前に期間の定めのある労働契約を締結しようとする場合

は、当該契約が試用期間の性質を有するものであっても、当該試用期間の終了後の従事

すべき業務の内容等ではなく、当該試用期間に係る従事すべき業務の内容等を明示する

こと。 
（ロ）求人者は、職業紹介事業者に対して、従事すべき業務の内容等を明示するにあたっ

ては、次に掲げるところによるべきであること。 

① 原則として、職業紹介事業者が求職者と最初に接触する時点までに、従事すべき

業務の内容等を明示すること。なお、（イ）②後段の裁量労働制及び（イ）③後段

の固定残業代に係る内容の明示については、特に留意すること。 

「最初に接触する時点」とは、面接、メール、電話などにより、職業紹介事業者と求

職者との間で意思疎通（面接の日程調整に関する連絡等を除く。）が発生する時点を

いうものであること。 

② 従事すべき業務の内容等の事項の一部をやむを得ず別途明示することとすると 

きは、その旨を併せて明示すること。 

（ハ）求人者は、従事すべき業務の内容等を明示するにあたっては、次に掲げる事項に配

慮すること。 

① 求職者に具体的に理解されるものとなるよう、従事すべき業務の内容等の水準、範囲

等を可能な限り限定すること。 

② 求職者が従事すべき業務の内容に関しては、職場環境を含め、可能な限り具体的かつ 

詳細に明示すること。 

③ 明示する従事すべき業務の内容等が労働契約締結時の従事すべき業務の内容等と異な

ることとなる可能性がある場合は、その旨を併せて明示するとともに、従事すべき業務

の内容等が既に明示した内容と異なることとなった場合には、当該明示を受けた求職者

に速やかに知らせること。 

 
ハ 求人者による労働条件等の変更等に係る明示 

（イ）求人者は、求人の申込みをした職業紹介事業者の紹介による求職者（以下「紹介求

職者」という。）と労働契約を締結しようとする場合であって、当該求職者に対して

法第５条の３条第１項の規定により明示された従事すべき業務の内容等（以下「第１

項明示」という。）を変更し、特定し、削除し、又は追加する場合には、当該契約の

相手方となろうとする者に対し、当該変更し、特定し、削除し、又は追加する従事す

べき業務の内容等（以下「変更内容等」という。）を明示（以下「変更等明示」とい

う。）しなければならないこと。明示の方法は、書面の交付の方法又は電子メールを利

用する方法により行う必要がある。 

従事すべき業務の内容等の「特定」とは、第１項明示を一定の範囲を示すことによ

り行っていた場合に、労働契約を締結しようとする際に内容を確定させることをいう

ものである。 

例えば、第 1 項明示において、「月給 20 万円～25 万円」と示し、労働契約を締結

しようとする際に「20 万円」に確定する場合などが「特定」に該当する。 

また、第 1 項明示において、複数の選択肢や制度適用の可能性がある旨示していた

場合（例：就業場所はＡ事業所又はＢ事業所、Ａ事業所の場合には裁量労働制の対象

業務）において、労働契約を締結しようとする際に内容を確定した場合（就業場所は

Ａ事業所、裁量労働制の対象業務）などについても「特定」に該当する。 

なお、法第５条の３第１項の規定に基づく明示について、ロ（ロ）②により、従事

すべき業務の内容等の事項の一部（以下この（イ）において、「当初明示事項」とい

う。）が明示され、別途、当初明示事項以外の従事すべき業務の内容等の事項が明示

された場合は、当初明示事項を第１項明示として取り扱うこと。 

（ロ）求人者は、変更等明示を行うに当たっては、紹介求職者が変更内容等を十分に理解する

ことができるよう、適切な明示方法をとらなければならないこと。その際、次の①の方法

によることが望ましいものであるが、次の②などの方法によることも可能であること。 

① 第１項明示と変更内容等とを対照することができる書面を交付すること。 

② 労働基準法第 15 条第１項の規定に基づき交付される書面において、変更内容等に下線

を引き、若しくは着色し、又は変更内容等を注記すること。なお、第１項明示の一部の
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事項を削除する場合にあっては、削除される前の当該従事すべき業務の内容等も併せて

記載すること。 

（ハ）求人者は、締結しようとする労働契約に係る従事すべき業務の内容等の調整が終了した

後、当該労働契約を締結するかどうか紹介求職者が考える時間が確保されるよう、可能な

限り速やかに変更等明示を行うこと。また、変更等明示を受けた紹介求職者から、第１項

明示を変更し、特定し、削除し、又は第１項明示に含まれない従事すべき業務の内容等を

追加する理由等について質問された場合には、適切に説明すること。 

（ニ）第１項明示は、そのまま労働契約の内容となることが期待されているものであること。

また、第１項明示を安易に変更し、削除し、又は第１項明示に含まれない従事すべき業務

の内容等を追加してはならないこと。 

（ホ）学校卒業見込者等（青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和 45 年法律第 98 号）第 11

条に規定する学校卒業見込者等をいう。以下この(ホ)において同じ。）については、特に

配慮が必要であることから、第１項明示を変更し、削除し、又は第１項明示に含まれない

従事すべき業務の内容等を追加すること（ロ（ロ）②により、従事すべき業務の内容等の

一部をやむを得ず別途明示することとした場合において、当該別途明示することとされた

事項を追加することを除く。）は不適切であること。また、原則として、学校卒業見込者

等については、採用内定時に労働契約が成立する場合には、採用内定時までに、法第５条

の３第１項及び変更等明示が書面により行われるべきであること。 

（ヘ）法第５条の３第１項の規定に基づく明示が法の規定に抵触するものであった場合、変更

等明示を行ったとしても、同項の規定に基づく明示が適切であったとみなされるものでは

ないこと。 

（ト）求人者は、第１項明示を変更し、削除し、又は第１項明示に含まれない従事すべき業務

の内容等を追加した場合において、当該変更し、削除し、又は追加した従事すべき業務

の内容等により、引き続き職業紹介を受けようとする場合は、求人票の内容を検証し、

その内容の修正、求人票の出し直し等を行うこと。 

 

（４）試用期間中の従事すべき業務の内容等と当該期間終了後の従事すべき業務の内容等が異 

なる場合の取扱い 

   （３）イ及びハにおいて、試用期間中と試用期間終了後の従事すべき業務の内容等が異な

るときは、それぞれの従事すべき業務の内容等を示すことにより行わなければならないこ

と。  

 

（５）記録の保存 

    求人者は、求職者に対して法第５条の３第１項の規定により明示された従事すべき業務の内

容等に関する記録を、当該明示に係る職業紹介が終了する日（当該明示に係る職業紹介が終了

する日以降に当該明示に係る労働契約を締結しようとする者にあっては、当該明示に係る労働

契約を締結する日）までの間保存しなければならない。 

 
（６）個人情報の取扱い（法第５条の４、指針第４） 

イ 個人情報の収集、保管及び使用（指針第４の１参照）  
    （イ） 求人者は、その業務の目的の達成に必要な範囲内で労働者の個人情報（イ及びロにおい

て単に「個人情報」という。）を収集することとし、次に掲げる個人情報を収集してはなら

ない。ただし、特別な職業上の必要性が存在することその他業務の目的の達成に不可欠で

あって収集目的を示して本人から収集する場合はこの限りではない。 
          ① 人種、民族、社会的身分、門地、本籍、出生地その他社会的差別の原因となるおそれ

のある事項 
          ② 思想及び信条 
          ③ 労働組合の加入状況 
         ①から③までについては、具体的には、例えば次に掲げる事項が該当すること。 
          ①関係 家族の職業、収入、本人の資産等の情報（税金、社会保険の取扱い等労務管理を 

適切に実施するために必要なものを除く。） 
          ②関係 人生観、生活信条、支持政党、購読新聞・雑誌、愛読書 
          ③関係 労働運動、学生運動、消費者運動その他社会運動に関する情報 

（ロ）求人者は、個人情報を収集する際には、本人から直接収集し、又は本人の同意の下で本

人以外の者から収集する等適法かつ公正な手段によらなければならない。「等」には本人が
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不特定多数に公表している情報から収集する場合が含まれる。 
          なお、これ以外の場合で、問題が生じた場合には、本省あて相談すること。 
      （ハ）求人者は、高等学校若しくは中等教育学校又は中学校の新規卒業予定者である求職者等

から応募書類の提出を求めるときは、職業安定局長の定める書類（全国高校統一応募用紙

又は職業相談票（乙））により提出を求めることが必要であること。 
          当該応募書類は、新規卒業予定者だけでなく、卒業後１年以内の者についてもこれを利

用することが望ましい。 
      （ニ）個人情報の保管又は使用は、収集目的の範囲に限られる。ただし、他の保管若しくは使      

用の目的を示して本人の同意を得た場合又は他の法律に定めのある場合は、この限りでな

い。他の保管若しくは使用の目的を示して本人の同意を得た場合又は他の法律に定めのあ

る場合を除き、「求人関係業務（労働者を雇用しようとする者が、職業紹介事業者等に求人

の申込みを行うことにより、求職者の紹介を受けることに関する業務）」として利用目的を

特定すべきものであり、その変更も基本的に想定されないものであること。 

なお、法及び指針においては、法第５条の４第１項ただし書及び指針第４の１の(4)のた

だし書に該当する場合は、求人の申込みに伴い収集等される求職者の個人情報の求人関係

業務以外の目的での利用も可能となっているが、この場合にあっても、その利用目的をで

きる限り特定する必要があること。 

 ロ 個人情報の適正管理（指針第４の２参照） 
      （イ）求人者は、その保管又は使用に係る個人情報に関し、次の事項に係る適切な措置を講ず

るとともに、紹介された求職者からの求めに応じ、当該措置の内容を説明しなければなら

ない。 
          ① 個人情報を目的に応じ必要な範囲において正確かつ最新のものに保つための措置 
          ② 個人情報の紛失、破壊及び改ざんを防止するための措置 
          ③ 正当な権限を有しない者が個人情報にアクセスすることを防止するための措置 
          ④ 収集目的に照らして保管する必要がなくなった個人情報を破棄又は削除するための措

置（本人からの破棄や削除の要望があった場合も含む。） 
（ロ）求人者が、労働者の秘密に該当する個人情報を知り得た場合には、当該個人情報が正当 

な理由なく他人に知らされることのないよう、厳重な管理を行わなければならない。 
「個人情報」とは、個人を識別できるあらゆる情報をいうが、このうち「秘密」とは、

一般に知られていない事実であって（非公知性）、他人に知られないことにつき本人が相当

の利益を有すると客観的に認められる事実（要保護性）をいうものである。具体的には、

本籍地、出身地、支持・加入政党、政治運動歴、借入金額、保証人となっている事実等が

秘密に当たりうる。 
ハ 個人情報の保護に関する法律の遵守（指針第４の３参照） 

求人者は、個人情報保護法第２条第５項に規定する個人情報取扱事業者（以下「個人情報

取扱事業者」という。）に該当する場合には、同法第４章第１節に規定する義務を遵守しなけ

ればならないこと。また、個人情報取扱事業者に該当しない場合であっても、個人情報取扱

事業者に準じて、個人情報の適正な取扱いの確保に努めること。 
なお、個人情報保護法を踏まえて、求人者が講ずべき措置等については、Ⅶによること。 

 
（７）秘密を守る義務（法第 51 条第１項） 

求人者及びその代理人、使用人その他の従業者は、正当な理由なく、その業務上取り扱っ 

たことについて知り得た人の秘密を漏らしてはならない。求人者及びその代理人、使用人そ

の他の従業者でなくなった後においても、同様である。 
 

 

 

 

 
 

（８）職業紹介事業者が行う離職状況に係る調査に関する事項 
職業紹介事業者は、法第 32 条の 16 第３項の規定により、次表に掲げる事項（ニ及びホに

ついては、有料職業紹介事業者に限る。）について、厚生労働省が運営する「人材サービス

総合サイト」へ掲載することにより情報の提供を行わなければならないこととされている。 

   また、この情報の提供を行うに当たり、職業紹介事業者は、無期雇用就職者が次表のロに掲

※「秘密」とは、個々の募集に応じて労働者になろうとする者に関する個人情報をいい、 

 私生活に関するものに限られない。 
※「他に」とは、当該秘密を知り得た事業所内の使用人その他の従業員以外の者をいう。 
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げる者に該当するかどうかを確認するため、当該無期雇用就職者に係る雇用主に対し、必要

な調査を行わなければならないこととされている（指針第５の９の（１））。 

求人者は、無期雇用就職者を雇用した場合は、可能な限り、当該無期雇用就職者を紹介し

た職業紹介事業者が行う上記の調査に協力すること（指針第５の９の（２））。 

なお、有料職業紹介事業者が、返戻金制度を設けている場合であって、無期雇用就職者の

うち返戻金制度に基づき手数料を免除する事由に該当したものの数を集計する方法により次

表のロに掲げる者の数を集計する場合は、調査を行うことを要しないこととされている。 

内容 範囲 

イ 当該職業紹介事業者の紹介により就職

した者（以下「就職者」という。）の数及

び就職者のうち期間の定めのない労働契

約を締結した者（以下「無期雇用就職者」

という。）の数 

 前年度の総数及び当該年度の前年度（以下

「前々年度」という。）の総数（４月１日か

ら９月 30 日までの間は前年度の総数、前々

年度の総数及び当該年度の前年度（以下

「前々々年度」という。）の総数） 

ロ 無期雇用就職者のうち、離職した者（解

雇により離職した者及び就職した日から

６月経過後に離職した者を除く。）の数 

前年度の総数及び前々年度の総数（４月１

日から９月 30 日までの間は前々年度の総数

及び前々々年度の総数） 

ハ 無期雇用就職者のうち、ロに該当するか

どうか明らかでない者の数 

 前年度の総数及び前々年度の総数（４月１

日から９月 30 日までの間は前々年度の総数

及び前々々年度の総数） 

ニ 手数料に関する事項 その時点における情報 

ホ 返戻金に関する事項 その時点における情報 

 
 

２ 違反した場合の取扱い 
     １及び指針に違反した場合には、法第 48 条の２の規定による指導及び助言を行うこと、また、

指導若しくは助言を受けたにもかかわらずなお違反する恐れがあると認めるときは、勧告（これ

に従わなかった場合には公表）されることがある。 

 
 
 
 

  職業紹介事業者、求人者、労働者の募集を行う者、募集受託者、募集情報等提供事業を行う者、労働者

供給事業者、労働者供給を受けようとする者等が均等待遇、労働条件等の明示、求職者等の個人情報の取

扱い、職業紹介事業者の責務、募集内容の的確な表示、労働者の募集を行う者等の責務、労働者供給事業

者の責務等に関して適切に対処するための指針（平成11年労働省告示第141号） 

 

第１ 趣旨 

この指針は、職業安定法（以下「法」という。）第３条、第５条の３、第５条の４、第33条の５、第

42条、第42条の２及び第45条の２に定める事項等に関し、職業紹介事業者、求人者、労働者の募集を行

う者、募集受託者、募集情報等提供事業を行う者、労働者供給事業者、労働者供給を受けようとする者

等が適切に対処するために必要な事項について定めたものである。 

また、法第５条の４の規定により職業紹介事業者、求人者、労働者の募集を行う者、募集受託者、労

働者供給事業者及び労働者供給を受けようとする者（以下「職業紹介事業者等」という。）が講ずべき

措置に関する必要な事項と併せ、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）の遵守等につい

ても定めたものである。 

   

第２ 法第３条に関する事項（均等待遇） 

１ 差別的な取扱いの禁止 

職業紹介事業者、労働者供給事業者及び労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護

等に関する法律（昭和60年法律第88号）第２条第４号に規定する派遣元事業主（以下「職業紹介等事

業者」という。）は、全ての利用者に対し、その申込みの受理、面接、指導、紹介等の業務について

人種、国籍、信条、性別、社会的身分、門地、従前の職業、労働組合の組合員であること等を理由と
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して、差別的な取扱いをしてはならないこと。 

また、職業紹介事業者及び労働者供給事業者は、求職者又は供給される労働者が法第48条の４第１

項に基づく厚生労働大臣に対する申告を行ったことを理由として、差別的な取扱いをしてはならない

こと。 

２ 募集に関する男女の均等な機会の確保 

職業紹介事業者及び労働者供給事業者が、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等

に関する法律（昭和47年法律第113号）第５条の規程に違反する内容の求人の申込みを受理して当該求

人に対して職業紹介を行い、又は同条の規定に違反する募集に対して労働者を供給することは法第３

条の趣旨に反するものであること。 

    

第３ 法第５条の３及び法第42条に関する事項（労働条件等の明示及び募集内容の的確な表示）        

１ 職業紹介事業者等による労働条件等の明示 

(1) 職業紹介事業者、労働者の募集を行う者、募集受託者及び労働者供給事業者は、法第５条の３第１

項の規定に基づき、求職者、募集に応じて労働者になろうとする者又は供給される労働者（以下「求

職者等」という。）に対し、従事すべき業務の内容及び賃金、労働時間その他の労働条件（以下「従

事すべき業務の内容等」という。）を可能な限り速やかに明示しなければならないこと。 

(2) 求人者は求人の申込みに当たり公共職業安定所、特定地方公共団体又は職業紹介事業者に対

し、労働者供給を受けようとする者はあらかじめ労働者供給事業者に対し、それぞれ、法第５条

の３第２項の規定に基づき、従事すべき業務の内容等を明示しなければならないこと。 

(3) 職業紹介事業者等は、(1)又(2)により従事すべき業務の内容等を明示するに当たっては、次

に掲げるところによらなければならないこと。 

 イ 明示する従事すべき業務の内容等は、虚偽又は誇大な内容としないこと。 

 ロ 労働時間に関しては、始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働、休憩時間、休日等

について明示すること。また、労働基準法（昭和22年法律第49号）第38条の３第１項の規定に

より同項第２号に掲げる時間労働したものとみなす場合又は同法第38条の４第１項の規定に

より同項第３号に掲げる時間労働したものとみなす場合は、その旨を明示すること。 

 ハ 賃金に関しては、賃金形態（月給、日給、時給等の区分）、基本給、定額的に支払われる手

当、通勤手当、昇給に関する事項等について明示すること。また、一定時間分の時間外労働、

休日労働及び深夜労働に対する割増賃金を定額で支払うこととする労働契約を締結する仕組

みを採用する場合は、名称のいかんにかかわらず、一定時間分の時間外労働、休日労働及び深

夜労働に対して定額で支払われる割増賃金（以下このハにおいて「固定残業代」という。）に

係る計算方法（固定残業代の算定の基礎として設定する労働時間数（以下このハにおいて「固

定残業時間」という。）及び金額を明らかにするものに限る。）、固定残業代を除外した基本

給の額、固定残業時間を超える時間外労働、休日労働及び深夜労働分についての割増賃金を追

加で支払うこと等を明示すること。 

 ニ 期間の定めのある労働契約を締結しようとする場合は、当該契約が試みの使用期間の性質を

有するものであっても、当該試みの使用期間の終了後の従事すべき業務の内容等ではなく、当

該試みの使用期間に係る従事すべき業務の内容等を明示すること。 

(4) 職業紹介事業者等は、(1)又は(2)により従事すべき業務の内容等を明示するに当たっては、

次に掲げるところによるべきであること。 

 イ 原則として、求職者等と最初に接触する時点までに従事すべき業務の内容等を明示するこ

と。なお、(3)ロ後段及び(3)ハ後段に係る内容の明示については、特に留意すること。 

 ロ 従事すべき業務の内容等の事項の一部をやむを得ず別途明示することとするときは、その

旨を併せて明示すること。 

(5) 職業紹介事業者等は、(1)又は(2)により従事すべき業務の内容等を明示するに当たっては、

次に掲げる事項に配慮すること。 

 イ 求職者等に具体的に理解されるものとなるよう、従事すべき業務の内容等の水準、範囲等

を可能な限り限定すること。 

 ロ 求職者等が従事すべき業務の内容に関しては、職場環境を含め、可能な限り具体的かつ詳

細に明示すること。 

 ハ 明示する従事すべき業務の内容等が労働契約締結時の従事すべき業務の内容等と異なるこ

ととなる可能性がある場合は、その旨を併せて明示するとともに、従事すべき業務の内容等

が既に明示した内容と異なることとなった場合には、当該明示を受けた求職者等に速やかに

知らせること。 

(6) 広告等により労働者の募集を行う者及び募集受託者は、法第42条第１項の規定により、当該

募集に係る従事すべき業務の内容等を明示するに当たっては、当該募集に応じようとする労働

者に誤解を生じさせることのないように平易な表現を用いる等その的確な表示に努めなければ
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ならないこと。この場合において、募集情報等提供事業を行う者をして労働者の募集に関する

情報を労働者となろうとする者に提供させようとするときは、当該募集情報等提供事業を行う

者の協力を求めるよう努めるとともに、労働者の募集を行う者及び募集受託者は、募集情報等

提供事業を行う者から２(1)の依頼等があったときは、当該情報を適正なものとするよう適切な

措置を講ずること。 

２ 募集情報等提供事業を行う者による募集情報の提供 

(1) 募集情報等提供事業を行う者は、労働者の募集を行う者又は募集受託者の依頼を受け提供する情報

（以下「募集情報」という。）が次のいずれかに該当すると認めるときは、当該募集情報を変更する

よう労働者の募集を行う者又は募集受託者に依頼するとともに、労働者の募集を行う者又は募集受託

者が当該依頼に応じない場合は当該募集情報を提供しないこととする等、適切に対応すること。 

 イ 公衆衛生又は公衆道徳上有害な業務に就かせる目的の募集情報 

 ロ その内容が法令に違反する募集情報 

 ハ 実際の従事すべき業務の内容等と相違する内容を含む募集情報 

(2) 募集情報等提供事業を行う者は、募集情報が(1)のイからハまでのいずれかに該当するおそれがある

と認めるときは、労働者の募集を行う者又は募集受託者に対し、当該募集情報が(1)のイからハまでの

いずれかに該当するかどうか確認すること。 

(3) 募集情報等提供事業を行う者は、労働者の募集を行う者又は募集受託者の承諾を得ることなく募集

情報を改変して提供してはならないこと。 

３ 求人者等による労働条件等の変更等に係る明示 

(1) 求人者、労働者の募集を行う者及び労働者供給を受けようとする者（以下「求人者等」という。）

は、法第５条の３第３項の規定に基づき、それぞれ、紹介された求職者、募集に応じて労働者になろ

うとする者又は供給される労働者（(3)において「紹介求職者等」という。）と労働契約を締結しよう

とする場合であって、これらの者に対して同条第１項の規定により明示された従事すべき業務の内容

等（以下この３において「第１項明示」という。）を変更し、特定し、削除し、又は第１項明示に含

まれない従事すべき業務の内容等を追加する場合は、当該契約の相手方となろうとする者に対し、当

該変更し、特定し、削除し、又は追加する従事すべき業務の内容等（(3)において「変更内容等」とい

う。）を明示しなければならないこと。 

(2) 法第５条の３第１項の規定に基づく明示について、１(4)ロにより、従事すべき業務の内容等の事項

の一部（以下この(2)において「当初明示事項」という。）が明示され、別途、当初明示事項以外の従

事すべき業務の内容等の事項が明示された場合は、当初明示事項を第１項明示として取り扱うこと。 

(3) 求人者等は、(1)の明示を行うに当たっては、紹介求職者等が変更内容等を十分に理解することがで

きるよう、適切な明示方法をとらなければならないこと。その際、次のイの方法によることが望まし

いものであるが、次のロなどの方法によることも可能であること。 

イ 第１項明示と変更内容等とを対照することができる書面を交付すること。 

 ロ 労働基準法第15条第１項の規定に基づき交付される書面において、変更内容等に下線を引き

、若しくは着色し、又は変更内容等を注記すること。なお、第１項明示の一部の事項を削除す

る場合にあっては、削除される前の当該従事すべき業務の内容等も併せて記載すること。 

(4) 求人者等は、締結しようとする労働契約に係る従事すべき業務の内容等の調整が終了した後

、当該労働契約を締結するかどうか紹介求職者等が考える時間が確保されるよう、可能な限り速

やかに(1)の明示を行うこと。また、(1)の明示を受けた紹介求職者等から、第１項明示を変更し

、特定し、削除し、又は第１項明示に含まれない従事すべき業務の内容等を追加する理由等につ

いて質問された場合には、適切に説明すること。 

(5) 第１項明示は、そのまま労働契約の内容となることが期待されているものであること。また、第１

項明示を安易に変更し、削除し、又は第１項明示に含まれない従事すべき業務の内容等を追加しては

ならないこと。 

(6) 学校卒業見込者等（青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和45年法律第98号）第11条に規定する

学校卒業見込者等をいう。以下この(6)において同じ。）については、特に配慮が必要であることから

、第１項明示を変更し、削除し、又は第１項明示に含まれない従事すべき業務の内容等を追加するこ

と（１(4)ロにより、従事すべき業務の内容等の一部をやむを得ず別途明示することとした場合におい

て、当該別途明示することとされた事項を追加することを除く。）は不適切であること。また、原則

として、学校卒業見込者等を労働させ、賃金を支払う旨を約し、又は通知するまでに、法第５条の３

第１項及び(1)の明示が書面により行われるべきであること。 

(7) 法第５条の３第１項の規定に基づく明示が法の規定に抵触するものであった場合、(1)の明示を行っ

たとしても、同項の規定に基づく明示が適切であったとみなされるものではないこと。 

(8) 求人者等は、第１項明示を変更し、削除し、又は第１項明示に含まれない従事すべき業務の内容等

を追加した場合は、求人票等の内容を検証し、修正等を行うべきであること。 

４ 高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第20条第１項に規定する理由の適切な提示 
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  職業紹介事業者、募集受託者及び労働者供給事業者は、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律施

行規則（昭和46年労働省令第24号）第６条の５第２項各号に掲げる書面又は電磁的記録により、高年

齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和46年法律第68号）第20条第１項に規定する理由の提示を受

けたときは、当該理由を求職者等に対して、適切に提示すべきこと。 

５ 公共職業安定所の求人情報の転載 

  公共職業安定所が受理した求人の情報を転載する場合は、出所を明記するとともに、転載を行う者

の氏名又は名称、所在地及び電話番号を明示しなければならないこと。また、求人情報の更新を随時

行い、最新の内容にすること。 

 

第４ 法第５条の４に関する事項（求職者等の個人情報の取扱い） 

１ 個人情報の収集、保管及び使用 

(1) 職業紹介事業者等は、その業務の目的の範囲内で求職者等の個人情報（１及び２において単に「個

人情報」という。）を収集することとし、次に掲げる個人情報を収集してはならないこと。ただし、

特別な職業上の必要性が存在することその他業務の目的の達成に必要不可欠であって、収集目的を示

して本人から収集する場合はこの限りでないこと。 

イ 人種、民族、社会的身分、門地、本籍、出生地その他社会的差別の原因となるおそれのある事項 

ロ 思想及び信条 

ハ 労働組合への加入状況 

(2) 職業紹介事業者等は、個人情報を収集する際には、本人から直接収集し、又は本人の同意の下で本

人以外の者から収集する等適法かつ公正な手段によらなければならないこと。 

(3) 職業紹介事業者等は、高等学校若しくは中等教育学校又は中学校若しくは義務教育学校の新規卒業

予定者から応募書類の提出を求めるときは、厚生労働省職業安定局長（以下「職業安定局長」という

。）の定める書類（※）により提出を求めること。 

  （※）全国高等学校統一用紙又は職業相談票（乙）） 

(4) 個人情報の保管又は使用は、収集目的の範囲に限られること。ただし、他の保管若しくは使用の目

的を示して本人の同意を得た場合又は他の法律に定めのある場合はこの限りでないこと。 

２ 個人情報の適正な管理 

(1) 職業紹介事業者等は、その保管又は使用に係る個人情報に関し、次の事項に係る措置を講ずるとと

もに、求職者等からの求めに応じ、当該措置の内容を説明しなければならないこと。 

イ 個人情報を目的に応じ必要な範囲において正確かつ最新のものに保つための措置 

ロ 個人情報の紛失、破壊及び改ざんを防止するための措置 

ハ 正当な権限を有しない者による個人情報へのアクセスを防止するための措置 

ニ 収集目的に照らして保管する必要がなくなった個人情報を破棄又は削除するための措置 

(2) 職業紹介事業者等が、求職者等の秘密に該当する個人情報を知り得た場合には、当該個人情報が正

当な理由なく他人に知られることのないよう、厳重な管理を行わなければならないこと。 

(3) 職業紹介事業者及び労働者供給事業者は、次に掲げる事項を含む個人情報の適正管理に関する規程

を作成し、これを遵守しなければならないこと。 

イ 個人情報を取り扱うことができる者の範囲に関する事項 

ロ 個人情報を取り扱う者に対する研修等教育訓練に関する事項 

ハ 本人から求められた場合の個人情報の開示又は訂正（削除を含む。以下同じ。）の取扱いに関す

る事項 

ニ 個人情報の取扱いに関する苦情の処理に関する事項 

(4) 職業紹介事業者及び労働者供給事業者は、本人が個人情報を開示又は訂正の求めをしたことを理由

として、当該本人に対して不利益な取扱いをしてはならないこと。 

３ 個人情報の保護に関する法律の遵守等 

１及び２に定めるもののほか、職業紹介事業者等は、個人情報の保護に関する法律第２条第５項に

規定する個人情報取扱事業者（以下「個人情報取扱事業者」という。）に該当する場合には、同法第

４章第１節に規定する義務を遵守しなければならないこと。また、個人情報取扱事業者に該当しない

場合であっても、個人情報取扱事業者に準じて、個人情報の適正な取扱いの確保に努めること。 

 

第５ 法第33条の５に関する事項（職業紹介事業者の責務）等 

１ 職業安定機関等との連携 

(1) 職業安定機関との連携 

職業紹介等事業者は、求人、求職等の内容がその業務の範囲外にあると認めるときは、公共職業安

定所の利用を勧奨する等適切に対応すること。また、職業紹介等事業者は、労働力の需要供給の適正

かつ円滑な調整を図るため、職業安定機関の行う雇用情報の収集、標準職業名の普及等に協力するよ

う努めるものとする。 
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(2) 学校との連携 

職業紹介事業者（法第33条の２第１項の規定による届出をして職業紹介事業を行う学校を除く。）

は、高等学校、中等教育学校、中学校又は義務教育学校の新規卒業予定者に対する職業紹介を行うに

当たっては、学校との連携に関し、次に掲げる事項に留意すること。 

イ 生徒に対して求人情報の提供等を行う際には、当該生徒が在籍する学校を通じて行うようにする

こと。 

ロ 職業紹介事業者が行う職業紹介が、公共職業安定所及び学校が行う新規学校卒業予定者に対する

職業紹介の日程に沿ったものとなるようにし、生徒の職業選択について必要な配慮を行うこと。 

ハ その他学校教育の円滑な実施に支障がないよう必要な配慮を行うこと。 

２ 求職者の能力に適合する職業の紹介の推進 

職業紹介事業者は、求職者の能力に適合した職業紹介を行うことができるよう、求職者の能力の的

確な把握に努めるとともに、その業務の範囲内において、可能な限り幅広い求人の確保に努めること

。 

３ 求職者又は求人者からの苦情の適切な処理 

職業紹介事業者は、職業安定機関、特定地方公共団体及び他の職業紹介事業者と連携を図りつつ、

当該事業に係る求職者又は求人者からの苦情（あっせんを行った後の苦情を含む。）を迅速、適切に

処理するための体制の整備及び改善向上に努めること。 

４ 職業紹介により就職した者の早期離職等に関する事項 

(1) 職業紹介事業者は、その紹介により就職した者（期間の定めのない労働契約を締結した者に限る。

）に対し、当該就職した日から２年間、転職の勧奨を行ってはならないこと。 

(2) 有料職業紹介事業者は、返戻金制度（職業安定法施行規則（昭和22年労働省令第141号）第24条の５

第１項第２号に規定する返戻金制度をいう。以下同じ。）を設けることが望ましいこと。 

(3) 有料職業紹介事業者は、法第32条の13の規定に基づき求職者に対して手数料に関する事項を明示す

る場合、求職者から徴収する手数料に関する事項及び求人者から徴収する手数料に関する事項を明示

しなければならないこと。また、職業紹介事業者は、同条の規定に基づき、返戻金制度に関する事項

について、求人者及び求職者に対し、明示しなければならないこと。 

５ 職業紹介事業に係る適正な許可の取得 

(1) 求人者に紹介するため求職者を探索した上当該求職者に就職するよう勧奨し、これに応じて求職の

申込みをした者をあっせんするいわゆるスカウト行為を事業として行う場合は、職業紹介事業の許可

等が必要であること。また、いわゆるアウトプレースメント業のうち、教育訓練、相談、助言等のみ

ならず、職業紹介を行う事業は職業紹介事業に該当するものであり、当該事業を行うためには、職業

紹介事業の許可等が必要であること。 

(2) 次のいずれかに該当する行為を事業として行う場合は、職業紹介事業の許可等が必要であること。

また、宣伝広告の内容、求人者又は求職者との間の契約内容等から判断して、求人者に求職者を、若

しくは求職者に求人者をあっせんする行為を事業として行うものであり、募集情報等提供事業はその

一部として行われているものである場合には、全体として職業紹介事業に該当するものであり、当該

事業を行うためには、職業紹介事業の許可等が必要であること。 

 イ 提供される求職者に関する情報若しくは求人に関する情報の内容又は提供相手について、あらか

じめ明示的に設定された客観的な条件に基づくことなく当該者の判断により選別又は加工を行うこ

と。 

 ロ 当該者から、求職者に対する求人に関する情報に係る連絡又は求人者に対する求職者に関する情

報に係る連絡を行うこと。 

 ハ 求職者と求人者との間の意思疎通を当該者を介して中継する場合に、当該意思疎通の内容に加工

を行うこと。 

６ 再就職支援を行う職業紹介事業者に関する事項 

(1) 事業主の依頼に応じて、その雇用する労働者に対し再就職支援を行う職業紹介事業者（以下「再就

職支援事業者」という。）が、直接当該労働者の権利を違法に侵害し、又は当該事業主による当該労

働者の権利の違法な侵害を助長し、若しくは誘発する次に掲げる行為を行うことは許されないこと。 

イ 当該労働者に対して、退職の強要（勧奨を受ける者の自由な意思決定を妨げる退職の勧奨で

あって、民事訴訟において違法とされるものをいう。以下同じ。）となり得る行為を直接行うこ

と。 

ロ 退職の強要を助長し、又は誘発するマニュアル等を作成し事業主に提供する等、退職の強要を助

長し、又は誘発する物又は役務を事業主に提供すること。 

(2) 再就職支援事業者が次に掲げる行為を行うことは不適切であること。 

イ 当該労働者に対して、退職の勧奨（退職の強要を除く。）を直接行うこと。 

ロ 事業主に対して、その雇用する労働者に退職の勧奨を行うよう積極的に提案すること。 

７ 助成金の支給に関する条件に同意した職業紹介事業者に関する事項 
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雇用保険法施行規則（昭和50年労働省令第３号）第102条の５第２項第１号イ(4)、第110条第

２項第１号イ、第７項第１号イ、第９項第１号イ、第11項第１号イ及び第12項第１号イ、第110

条の３第２項第１号イ及び第３項第１号並びに第112条第２項第１号ハ、第２号ハ及び第３号イ

(3)並びに附則第15条の５第２項第１号イ、第６項第１号及び第９項第１号イ並びに第16条第１

項第３号の規定に基づき助成金の支給に関し職業安定局長及び人材開発統括官が定めることと

されている条件に同意した職業紹介事業者は、当該同意した条件を遵守すること。 

８ 適正な宣伝広告等に関する事項 

 (1) 職業安定機関その他公的機関と関係を有しない職業紹介事業者は、これと誤認させる名称を用いて

はならないこと。 

 (2) 職業紹介事業に関する宣伝広告の実施に当たっては、不当景品類及び不当表示防止法（昭和37年法

律第134号）の趣旨に鑑みて、不当に求人者又は求職者を誘引し、合理的な選択を阻害するおそれがあ

る不当な表示をしてはならないこと。 

 (3) 求職の申込みの勧奨については、求職者が希望する地域においてその能力に適合する職業に就くこ

とができるよう、職業紹介事業の質を向上させ、これを訴求することによって行うべきものであり、

職業紹介事業者が求職者に金銭等を提供することによって行うことは好ましくないこと。 

 ９ 職業紹介事業者が行う離職状況に係る調査に関する事項 

 (1) 職業紹介事業者は、法第32条の16第３項の規定による情報の提供を行うに当たり、その紹介によ

り就職した者のうち期間の定めのない労働契約を締結した者（以下この９において「無期雇用就職

者」という。）が職業安定法施行規則第24条の８第３項第２号に規定する者に該当するかどうかを

確認するため、当該無期雇用就職者に係る雇用主に対し、必要な調査を行わなければならないこ

と。 

 (2) 求人者は、無期雇用就職者を雇用した場合は、可能な限り、当該無期雇用就職者を紹介した職業紹

介事業者が行う(1)の調査に協力すること。 

 

第６ 法第42条の２に関する事項（労働者の募集を行う者等の責務） 

 １ 労働者となろうとする者等からの苦情の適切な処理 

労働者の募集を行う者又は募集受託者は、職業安定機関、特定地方公共団体等と連携を図りつつ、

当該事業に係る募集に応じて労働者になろうとする者からの苦情を迅速、適切に処理するための体制

の整備及び改善向上に努めること。 

 ２ 募集情報等提供事業を行う者の責務 

(1) 募集情報等提供事業を行う者は、相談窓口の明確化等、当該事業に係る労働者となろうとする者並

びに労働者の募集を行う者及び募集受託者からの苦情を迅速、適切に処理するための体制の整備及び

改善向上に努めること。 

(2) 募集情報等提供事業を行う者は、労働者となろうとする者の個人情報の収集、保管及び使用を行う

に当たっては、第四の一を踏まえること。また、募集情報等提供事業を行う者は、第四の二を踏まえ

、秘密に該当する個人情報の厳重な管理等、労働者となろうとする者の個人情報の適正な管理を行う

こと。 

(3) 募集情報等提供事業を行う者は、募集に応じた労働者から、その募集に関し、いかなる名義でも報

酬を受けてはならないこと。 

(4) 募集情報等提供事業を行う者は、労働争議に対する中立の立場を維持するため、同盟罷業又は作業

所閉鎖の行われている事業所に関する募集情報の提供を行ってはならないこと。 

 

第７ 法第45条の２に関する事項（労働者供給事業者の責務） 

   労働者供給事業者は、当該事業の運営に当たっては、その改善向上を図るために次に掲げる事項に

係る措置を講ずる必要があること。 

 １ 労働者供給事業者は、供給される労働者に対し、供給される労働者でなくなる自由を保障しなけれ

ばならないこと。 

 ２ 労働者供給事業者は、労働組合法（昭和24年法律第174号）第５条第２項各号に掲げる規定を含む労

働組合の規約を定め、これを遵守する等、民主的な方法により運営しなければならないこと。 

３ 労働者供給事業者は、無料で労働者供給事業を行わなければならないこと。 

４ 労働者供給事業者は、供給される労働者から過度に高額な組合費を徴収してはならないこと。 

５ 労働者供給事業者は、供給される労働者の就業の状況等を踏まえ、労働者供給事業者又は労働者供

給を受ける者が社会保険及び労働保険の適用手続を適切に進めるように管理すること。 

６ 労働者供給事業者は、職業安定機関、特定地方公共団体等と連携を図りつつ、当該事業に係る供給

される労働者からの苦情を迅速、適切に処理するための体制の整備及び改善向上に努めること。 
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Ⅵ 法違反等への対応  
 
１ 指導及び助言 

（１）概要 
厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、募集主、募集受託者及

び求人者に対し、その業務の適正な運営を確保するために必要な指導及び助言をすることがで

きる（法第 48 条の２）。 
 

（２）権限の委任 
      指導及び助言に関する厚生労働大臣の権限は、都道府県労働局長が行うものとする。 

ただし、厚生労働大臣が自らその権限を行うことを妨げない。 
 
２ 報告 

（１）概要    
      行政庁は、この法律を施行するために必要な限度において、命令で定めるところにより、募

集主、募集受託者又は求人者に対し、必要な事項を報告させることができる（法第 50 条第１

項）。 

     

（２）意義 

イ 当該報告は、違法行為の行われているおそれのあるとき等必要がある場合について個別的

に必要な事項を報告させるものである。 

ロ 「必要な事項」とは、労働者募集に関する事項及び労働者の就職に関する事項であり、具

体的には、例えば、個々の労働者の就業条件、就業期間における具体的就業の状況等である。 

     

（３）報告の徴収手続 

必要な事項を報告させるときは、当該報告すべき事項及び理由を書面により通知するものと

する（則第 33 条）。 

     

（４）権限の委任 

報告に関する厚生労働大臣の権限は、都道府県労働局長が行うものとする。ただし、厚生労

働大臣が自らその権限を行うことを妨げない。  

     

（５）違反の場合の効果 

この報告をせず、又は虚偽の報告をした場合は、法第 66 条第７号に該当し 30 万円以下の罰

金に処せられる場合がある。 

 
 ３ 立入検査 

（１）立入検査の実施 
イ 概要 

行政庁は、この法律を施行するために必要な限度において、所属の職員に、募集主、募集受

託者又は求人者の事業所その他の施設に立ち入り、関係者に質問させ、又は帳簿、書類その他

の物件を検査させることができる（法第 50 条第２項）。 

ロ 意義 

（イ）当該立入検査は、違法行為の申告があり、許可の取消し、事業停止等の行政処分をする

に当たって、その是非を判断する上で必要な場合等、２の報告のみでは労働者募集の内容

や労働者の就職状況を十分に把握できないような場合に、限定的に、必要最小限の範囲に

おいて行われるものである。 

立入検査の対象となるのも、当該立入検査の目的を達成するため必要な事業所及び帳簿、

書類その他の物件に限定されるものである。 

（ロ）「事業所その他の施設」とは、労働者募集を行う事業主、募集受託者又は求人者の事業

所その他の施設等に限られる。 

（ニ）「関係者」とは、労働者募集の状況や労働者の就職状況について質問するのに適当な者

をいうものであり、具体的には、募集に応じて労働者になろうとする者、募集主等である。 

（ホ）「帳簿、書類その他の物件」とは、労働者募集の運営に関する重要な書類が含まれるも
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のである。 

     

（２）証明書 

イ 立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を必ず携帯し、関係者に提示しなければな

らない（法第 50 条第３項）。 

ロ 立入検査のための証明書は、職業紹介事業等立入検査証（則様式第９号）による（則第 33

条第２項）。 

     
（３）立入検査の権限 

イ 概要 
        当該立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない（法第 50

条第４項）。  

      ロ 意義 

        職業安定機関は司法警察員の権限を有せず、当該立入検査の権限は行政による検査のため

に認められたものであり、犯罪捜査のために認められたものと解してはならないものである。 

      

（４）違反の場合の効果 

      この立入り若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若

しくは虚偽の陳述をした場合は、法第 66 条第８号に該当し、30 万円以下の罰金に処せられる

場合がある。 

   

４  罰則 
（１）文書募集関係 

      イ 公衆衛生又は公衆道徳上有害な業務に就かせる目的で、労働者の募集を行った者又はこれ

らに従事した者は、１年以上 10 年以下の懲役又は 20 万円以上 300 万円以下の罰金に処せら

れる（法第 63 条第２号）。 

      ロ 法第 37 条の規定に基づき公共職業安定所長が付した制限に従わなかった者は６月以下の

懲役又は 30 万円以下の罰金に処せられる（法第 65 条第５号）。 

      ハ 法第 48 条の３第１項の規定による改善命令に違反した者は、６箇月以下の懲役又は 30 万

円以下の罰金に処せられる（法第 65 条第７号）。 

      ニ 虚偽の広告をなし、又は虚偽の条件を提示して労働者の募集を行った者又はこれらに従事

した者は６月以下の懲役又は 30 万円以下の罰金に処せられる（法第 65 条第８号）。 

      ホ 法第 49 条又は法第 50 条第１項による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、30 万円以

下の罰金に処せられる（法第 66 条第７号）。 

      ヘ 法第 50 条第２項の規定による立入り若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質

問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をした者は、30 万円以下の罰金に処せられる（法

第 66 条第８号）。 

   ト 法第 51 条第１項の規定に違反して、秘密を漏らした者は、30 万円以下の罰金に処せられ 

る（法第 66 条第９号）。 

 

（２）直接募集関係 

イ 暴行、脅迫、監禁その他精神又は身体の自由を不当に拘束する手段によって、労働者の募

集を行った者及びこれに従事した者は、１年以上 10 年以下の懲役又は 20 万円以上 300 万円

以下の罰金に処せられる（法第 63 条第１号）。 

ロ 公衆衛生又は公衆道徳上有害な業務に就かせる目的で、労働者の募集を行った者又はこれ

らに従事した者は、１年以上 10 年以下の懲役又は 20 万円以上 300 万円以下の罰金に処せら

れる（法第 63 条第２号）。 

ハ 法第 37 条の規定に基づき公共職業安定所長が付した制限に従わなかった者は６箇月以下

の懲役又は 30 万円以下の罰金に処せられる（法第 65 条第５号）。 

      ニ 募集主又は募集従事者が、募集に応じた労働者から報酬を受けた場合は、６箇月以下の懲

役又は 30 万円以下の罰金に処せられる。また、募集主が募集従事者に賃金、給料その他これ

に準ずるもの以外を与えた場合も同様である（法第 65 条第６号）。 

      ホ 法第 48 条の３第１項の規定による改善命令に違反した者は、６箇月以下の懲役又は 30 万

円以下の罰金に処せられる（法第 65 条第７号）。 

      ヘ 虚偽の広告をなし、又は虚偽の条件を提示して労働者の募集を行った者又はこれらに従事
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した者は６箇月以下の懲役又は 10 万円以下の罰金に処せられる（法第 65 条第８号）。 

      ト 法第 49 条又は法第 50 条第１項による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、30 万円以

下の罰金に処せられる（法第 66 条第７号）。 

      チ 法第 50 条第２項の規定による立ち入り若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は

質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をした者は、30 万円以下の罰金に処せられる

（法第 66 条第８号）。 

リ 法第 51 条第１項の規定に違反して、秘密を漏らした者は、30 万円以下の罰金に処せられ 

る（法第 66 条第９号）。 

 
（３）委託募集関係 

イ 暴行、脅迫、監禁その他精神又は身体の自由を不当に拘束する手段によって、労働者の募

集を行った者及びこれに従事した者は、１年以上 10 年以下の懲役又は 20 万円以上 300 万円

以下の罰金に処せられる（法第 63 条第１号）。 

      ロ 公衆衛生又は公衆道徳上有害な業務に就かせる目的で、労働者の募集を行った者又はこれ

らに従事した者は、１年以上 10 年以下の懲役又は 20 万円以上 300 万円以下の罰金に処せら

れる（法第 63 条第２号）。 

      ハ 許可を受けずに法第 36 条第１項の委託募集を行った者は、１年以下の懲役又は 100 万円以

下の罰金に処せられる（法第 64 条第６号）。 

      ニ 法第 41 条に規定する許可の取消し又は労働者の募集の業務の停止若しくは廃止の命令に

違反して労働者の募集を行う者は、１年以下の懲役又は 100 万円以下の罰金に処せられる（法

第 64 条第７号）。 

      ホ 認可を受けないで、又は認可を受けた額を超えて委託募集に従事する者に報酬を与えた者

は、６箇月以下の懲役又は 30 万円以下の罰金に処せられる（法第 65 条第４号）。 

      へ 届出をせずに法第 36 条第３項の委託募集を行った者は、６月以下の懲役又は 30 万円以下

の罰金に処せられる（法第 65 条第４号）。 

      ト 法第 37 条第２項の規定に基づき労働者募集を許可された者が、許可の際に示された指示に

従わなかった場合は、６月以下の懲役又は 30 万円以下の罰金に処せられる（法第 65 条第５

号）。  

      チ 募集主又は募集従事者が募集に応じた労働者から報酬を受けた場合は６月以下の懲役又は

30 万円以下の罰金に処せられる。また、募集主が募集従事者に認可を受けた報酬以外の報酬

を与えた場合も同様である（法第 65 条第６号）。 

      リ 法第 48 条の３第１項の規定による改善命令に違反した者は、６月以下の懲役又は 30 万円

以下の罰金に処せられる（法第 65 条第７号）。 

      ヌ 虚偽の広告をなし、又は虚偽の条件を提示して労働者の募集を行った者、又はこれらに従

事した者は６箇月以下の懲役又は 30 万円以下の罰金に処せられる（法第 65 条第８号）。 

      ル 労働条件が法令に違反する工場、事業場等のために、労働者募集を行った者又はこれに従

事した者は、６箇月以下の懲役又は 30 万円以下の罰金に処せられる（法第 65 号 10 号）。 

      ヲ 法第 49 条又は法第 50 条第１項による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、30 万円以

下の罰金に処せられる（法第 66 条第７号）。 

      ワ 法第 50 条第２項の規定による立入り若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質

問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をした者は、30 万円以下の罰金に処せられる（法

第 66 条第８号）。 

   カ 法第 51 条第１項の規定に違反して、秘密を漏らした者は、30 万円以下の罰金に処せられ 

る（法第 66 条第９号）。 

 
（４）求人者関係 

  イ 虚偽の条件を提示して、公共職業安定所又は職業紹介を行う者に求人の申込みを行った

者は、６箇月以下の懲役又は 30 万円以下の罰金に処せられる（法第 66 条第９号）。 

ロ 法第 50 条第１項による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、30 万円以下の罰金に処

せられる（法第 66 条第７号）。 

      ヘ 法第 50 条第２項の規定による立入り若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質

問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をした者は、30 万円以下の罰金に処せられる（法

第 66 条第８号）。 

ト 法第 51 条第１項の規定に違反して、秘密を漏らした者は、30 万円以下の罰金に処せられ 

る（法第 66 条第９号）。 
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５ 違法行為による行政処分等 
（１）概要 

      労働者募集において法に違反する行為があった場合、募集主及び募集受託者は、許可の取消

し（法第 41 条）、業務停止命令（法第 41 条第１項及び第２項）、業務廃止命令（法第 41 条第

２項）及び改善命令（法第 48 条の３第１項）の行政処分の対象となる。この場合、許可の取

消し及び業務廃止命令の行政処分を行うときは聴聞を行い、業務停止命令及び改善命令の行政

処分を行うときは弁明の機会を付与しなければならない。 

    また、求人者については、勧告（法 48 条の３第２項）及び公表（法第 48 条の３第３項）の

対象となる。 

 
（２）許可の取消し 

イ 概要 
        厚生労働大臣は、許可を受けて委託募集を行う者が、法若しくは労働者派遣法（第３章第

４節の規定を除く。）の規定又はこれらの規定に基づく命令若しくは処分に違反したときは、

その許可を取り消すことができる（法第 41 条第１項）。 
      ロ 意義  
        許可の取消しは、当該委託募集を行わせることが適当でない場合に行うものである。 
     

（３）業務停止命令 
イ 概要 

        厚生労働大臣は、許可を受けて若しくは届出をして委託募集を行う者が、法若しくは労働

者派遣法（第３章第４節の規定を除く。）の規定又はこれらの規定に基づく命令若しくは処分

に違反したときは、期間を定めて、その業務の全部又は一部の停止を命ずることができる（法

第 41 条第１項及び第２項）。 
ロ 意義 
（イ）業務停止命令は、当該委託募集を行わせることが適当でないとまではいえないような場

合について、業務停止期間中に業務運営方法の改善を図るため、また、一定の懲戒的な意

味において行うものである。 
（ロ）業務停止命令の要件は、(２)の許可の取消しの要件と同一であるが、この場合に、許可

の取消しを行うか、業務停止命令を行うかは、違法性の程度等によって判断する。 
     

（４）業務廃止命令 
イ 概要 

        厚生労働大臣は、届出をして委託募集を行う者が、法若しくは労働者派遣法（第３章第４

節を除く。）の規定又はこれらの規定に基づく命令若しくは処分に違反したときは、業務の廃

止を命ずることができる（法第 41 条第２項）。 
ロ 意義  

        業務廃止命令は、当該委託募集を行わせることが適当でない場合に行うものである。 
     

（５）改善命令 
イ 概要 

        厚生労働大臣は、募集主又は募集受託者が、その業務に関し法又はこれに基づく命令の規

定に違反した場合において、業務の適正な運営を確保するために必要があると認めるときは、

これらの者に対し、当該業務の運営を確保するために必要な措置を講ずべき事を命ずること

ができる（法第 48 条の３）。 

      ロ 意義 
        改善命令は、違法行為そのものの是正を図るのではなく、法違反をおこすような労働者募

集（委託募集のみならず、文書募集及び直接募集を含むものである。）の運営方法そのものの

改善を行わせるものである。 
  ハ 権限の委任 

改善命令に関する権限は、当該募集主又は募集受託者に係る事業所の所在地を管轄する都

道府県労働局長が行うものとする。ただし、厚生労働大臣が自らその権限を行うことを妨げ

ない。 
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（６）勧告 

   イ 概要 
     厚生労働大臣は、求人者が法第５条の３第２項若しくは第３項の規定に違反しているとき、

又はこれらの規定に違反して指導助言を受けたにもかかわらず、なお違法行為を行うおそれ

があると認めるときは、当該求人者に対し、違法行為を是正するために必要な措置又はその

違反を防止するために必要な措置を執るべきことを勧告することができる。（法第 48 条の３

第２項） 
 ロ 権限の委任 

勧告に関する権限は、当該求人に係る事業所の所在地を管轄する都道府県労働局長が行う

ものとする。ただし、厚生労働大臣が自らその権限を行うことを妨げない。 

 

（７）公表 
  イ 概要 

    厚生労働大臣は、募集主に対し改善命令をした場合又は求人者に対して勧告をした場合

において、当該命令を受けた募集主又は勧告を受けた求人者がこれに従わなかったときは、

その旨を公表することができる。（法第 48 条の３第３項） 

   ロ 意義 
 公表は、公表される制裁効果に加え、募集に応じて労働者になろうとする者に対する情報

提供・注意喚起及び他の募集主に対する違法行為の抑止といった効果を期待することができ

る。 

ハ 権限の委任 

公表に関する権限は、当該求人に係る事業所の所在地を管轄する都道府県労働局長が行う

ものとする。ただし、厚生労働大臣が自らその権限を行うことを妨げない。 
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Ⅶ 個人情報の保護に関する法律の遵守等 
 

１ 概要 

（１）個人情報の適正な取扱い 

労働者の募集を行う者、募集受託者及び求人者（以下「募集主等」という。）による個人情報

の適正な取扱いについては、法第５条の４及び第 51 条において、募集に応じて労働者になろ

うとする者の個人情報の取扱いに関する規定及び業務に関して知り得た情報をみだりに他人

に知らせない義務に関する規定が設けられ、さらに、指針第４の１及び２において、募集に応

じて労働者になろうとする者の個人情報の取扱いに関して、その適切かつ有効な実施を図るた

めに必要な事項が定められている。 

また指針第４の３において、募集主等による個人情報の保護の一層の促進等を図る見地から、

法に基づく責務の一つとして、募集主等は、個人情報保護法第２条第５項に規定する個人情報

取扱事業者に該当する場合にあっては、個人情報保護法第４章第１節に規定する義務を遵守し

なければならないこととされるとともに、個人情報取扱事業者に該当しない場合であっても、

個人情報取扱事業者に準じて、個人情報の適正な取扱いの確保に努めることとされている。 

 

（２）指導助言等 

平成 29 年５月 30 日全面施行の個人情報の保護に関する法律及び行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部を改正する法律（平成 27 年法律第 65 号。

以下「個人情報保護法等改正法」という。）により、個人情報保護法に違反した労働者の募集

を行う者及び募集受託者については、個人情報保護法に基づく個人情報保護委員会による指

導・助言等の対象になることとなった。また、法に違反する場合には、法に基づく指導助言等

の対象ともなるものである。 

 

２ 募集主等に課せられる義務等について 

募集主等に課せられる義務に係る個人情報保護法並びに個人情報保護法施行令の規定並びに募

集主等が講ずべき措置並びにその主な留意点等は、以下のとおりであること。 

 

（１）個人情報取扱事業者に該当する募集主等 

イ 個人情報保護法等の遵守について 

募集主等は、指針第４の３により、個人情報取扱事業者に該当する場合には、個人情報保

護法第４章第１節に規定する義務を遵守しなければならないこととされていること。具体的

には、個人情報取扱事業者に該当する募集主等は、個人情報保護委員会が定める「個人情報

の保護に関する法律についてのガイドライン」（http://www.ppc.go.jp/personal/legal/ ） 等

に留意しなければならない。また、法第５条の４及び指針第４の１及び２の遵守に当たって

留意すべき点はⅣの１（７）及びⅤの１（６）のとおりであること。 

なお、個人情報保護法等改正法により、取り扱う個人情報が 5,000 人分以下の事業者に対し

ても個人情報保護法が適用されることとされている点に留意すること。 

ロ 漏えい等の事案が発生した場合等の対応について 

「個人データの漏えい等の事案が発生した場合等の対応について」（平成 29 年個人情報保

護委員会告示第１号）等により対応すること。 

 

（２）個人情報取扱事業者に該当しない募集主等 

募集主等は、指針第４の３により、個人情報取扱事業者に該当しない場合であっても、個人

情報取扱事業者に準じて、個人情報の適正な取扱いの確保に努めることとされていること。 

なお、法第５条の４及び指針第４の１及び２に定める募集に応じて労働者になろうとする者

及び求職者の個人情報の取扱いに係る規定については、個人情報取扱事業者に該当しない募集

主等であっても、遵守する必要があるものであること。
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Ⅷ  関 係 様 式 
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様 式 第 １ 号         
 

                               番 号           
 

                               年 月 日           
 
 
 
              殿                          
 
 
 
                              ○ ○ 労 働 局 長 
 
 
 
              労働者募集 の 制 限  について 

に関する指示 
 
 
 

職業安定法第37条      により下記のとおり労働者募集          する 
 
 
ので通知する。 
 

なお、この処分に不服のあるときは、行政不服審査法（平成 26 年法律第 68 号）の規定により、処

分のあったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内（ただし、処分のあった日の翌日から起算

して１年以内）に厚生労働大臣に対し、審査請求をすることができる。 
また、処分の取消しの訴えは、行政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）の規定により、この処分の

あったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内（ただし、処分のあった日の翌日から起算して
１年以内）に、国を被告（代表者は法務大臣）として提起することができる。ただし、審査請求をし
た場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から
６箇月以内（ただし、裁決のあった日の翌日から起算して１年以内）に提起することができる。 
 
 

 
記 

 
 
 
  （理 由）                                  
 
 
 
   

（制 限 事 項）                              
   ・ 募 集 時 期                                    
   ・ 募 集 人 員                                    
   ・ 募 集 地 域                                    
   ・ そ の他 募集 方法          
                                                                                   

を 制 限 
に関する指示を 

第１項 
第２項 
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様式第２号 
労 働 者 募 集 報 告                            

（平成  年度分） 
 

事業所名 募集地域 募集人数 採用人員 備 考 

 

  
人  人 

 

  
人  人 

 

  
人  人 

 

  
人  人 

 

  
人  人 

 

  
人  人 

 

  
人  人 

 

  
人  人 

 

  
人  人 

 

  
人  人 

 

  
人  人 

 

 
      合 計            

 

人  人  

 

 
      労働者募集状況を上記のとおり報告します。                   
                                             
               平成  年  月  日 
                                            
                                            
                 住 所       
 
 

 
                 氏 名       

 
 印 

 

 

 

                 （募集主・募集受託者） 
                                             
 ○ ○ 労 働 局 長   殿  
 
 
（記入要領）                                           

１ 「事業所名」欄は、募集主の氏名又は名称を記載すること。 

２ 「募集地域」欄は、労働者を募集しようとする地域（許可申請書に記載した募集先都道府県）を記載すること。 

３ 「募集人員」欄は、当該地域における募集人員を記載する。 

４ 「採用人員」欄は、募集地域における委託募集によるその年度中の採用人員を記載すること。 

５ 「住所、氏名」欄は、報告を行う者（募集主又は募集受託者）の住所（法人又は団体にあっては本店又は主たる

事務所の所在地）を記載し、及び報告を行う者の氏名（法人又は団体にあってはその名称及び代表者の氏名）を

記名押印又は署名のいずれかにより記載すること。さらに、「募集主」及び「募集受託者」のいずれかを○で囲

むこと。 

（この報告は、委託募集の許可申請・届出を行った都道府県労働局長に提出すること） 



39 
 

 
様式第３号－１ 

            委 託 募 集 許 可 等 申 請 書                                 
            委 託 募 集 届 出 書 

 

管轄都道府 

県労働局名 

 

    

 
                                                           
   （ 厚 生 労 働 大 臣 ）                                                                               

                   殿 （申 請 年 月 日） 平成   年   月   日 

   （○○都道府県労働局長）               

 （申請者又は代理申請者） 住   所 

 （届出者又は代理届出者） 

 （募集主・募集受託者） 氏   名 
 
  

 印 

 

 

 

職業安定法第36条に基づく委託募集を平成 年 月 日から平成 年 月 日まで行いたく下記内容に相違ないので同条第１項の許可及び同条第２項の認可を申請します。 

職業安定法第36条に基づく委託募集を平成 年 月 日から平成 年 月 日まで行いたく下記内容に相違ないので同条第３項の届出をします。        
 

 

Ａ  募 集 主             

 

 

 Ｂ事業の 

 内容 

 

 

 Ｃ現在 

 の労働 

 者数 

 

 

 Ｄ募集人員 

 

  （人） 

 

 

 Ｅ業務内容 

 

 

Ｆ    募 集 条 件 の 概 要                                

 

 

 

募集事業所名 

 

 

所 在 地 

 

 

労働契約期間 

 

 

賃     金 

 

 

勤 務 時 間        

 

 

各 種 保 険       

 

 

そ の 他        

         

月給・日給・時間給 

         

円 

 

 

始業時間 

終業時間 

休憩時間   時間 

 

 

雇 用 ・ 健 保       

 

厚生年・労災 

 

 

時間外労働 有・無 

休日労働  有・無 

賞与    有・無 

         

月給・日給・時間給 

         

円 

 

 

始業時間 

終業時間 

休憩時間   時間 

 

 

雇 用 ・ 健 保       

 

厚生年・労災 

 

 

時間外労働 有・無 

休日労働  有・無 

賞与    有・無 

         

月給・日給・時間給 

 

        円 

 

 

始業時間 

終業時間 

休憩時間   時間 

 

 

雇 用 ・ 健 保       

 

厚生年・労災 

 

 

時間外労働 有・無 

休日労働  有・無 

賞与    有・無 

         

月給・日給・時間給 

 

        円 

 

 

始業時間 

終業時間 

休憩時間   時間 

 

 

雇 用 ・ 健 保       

 

厚生年・労災 

 

 

時間外労働 有・無 

休日労働  有・無 

賞与    有・無 
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様式第３号－１（補助紙） 

                                                                                  

    
 

 

Ａ  募 集 主 

 
Ｂ 事業の 

内容 

Ｃ 現在 

の労働 

者数 

Ｄ 募集人員 

（人） 

Ｅ 募集業務の 

内容 

Ｆ  募 集 条 件 の 概 要 
 

募集事業所 

名称 
所 在 地 労働契約期間 賃   金 勤 務 時 間        各 種 保 険       そ の 他        

        

月給・日給・時間給 

 

円 

 

 

始業時間 

終業時間 

休憩時間   時間 

 

 

雇 用 ・ 健 保       

 

厚生年・労災 

 

 

時間外労働 有・無 

休日労働  有・無 

賞与    有・無 

         

月給・日給・時間給 

 

円 

 

 

始業時間 

終業時間 

休憩時間   時間 

 

 

雇 用 ・ 健 保       

 

厚生年・労災 

 

 

時間外労働 有・無 

休日労働  有・無 

賞与    有・無 

         

月給・日給・時間給 

 

円 

 

 

始業時間 

終業時間 

休憩時間   時間 

 

 

雇 用 ・ 健 保       

 

厚生年・労災 

 

 

時間外労働 有・無 

休日労働  有・無 

賞与    有・無 

         

月給・日給・時間給 

 

円 

 

 

始業時間 

終業時間 

休憩時間   時間 

 

 

雇 用 ・ 健 保       

 

厚生年・労災 

 

 

時間外労働 有・無 

休日労働  有・無 

賞与    有・無 

         

月給・日給・時間給 

 

円 

 

 

始業時間 

終業時間 

休憩時間   時間 

 

 

雇 用 ・ 健 保       

 

厚生年・労災 

 

 

時間外労働 有・無 

休日労働  有・無 

賞与    有・無 

         

月給・日給・時間給 

 

円 

 

 

始業時間 

終業時間 

休憩時間   時間 

 

 

雇 用 ・ 健 保       

 

厚生年・労災 

 

 

時間外労働 有・無 

休日労働  有・無 

賞与    有・無 

         

月給・日給・時間給 

 

円 

 

 

始業時間 

終業時間 

休憩時間   時間 

 

 

雇 用 ・ 健 保       

 

厚生年・労災 

 

 

時間外労働 有・無 

休日労働  有・無 

賞与    有・無 
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様式第３号－２ 
 

募 集 事 業 所 名  
 

募

集

受

託

者

及

び

募

集

地

域

人

員

に

関

す

る

事

項 

募 集 受 託 者 の 名 称 等 所 在 地 代 表 者 氏 名             
 

   

募 集 先     

都 道 府 県      

募 集 

人 員 

募 集 従 事 者 名           

（ 年 齢 ）       

 身分・地位・ 

主な経歴 

勤 務 し た       

年 月 日       
住       所 報 酬      
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記 載 要 領 
 
委託募集に係る許可申請・届出は、 

①募集事業所の所在する都道府県の区域内を募集地域とするもの 
②募集事業所の所在する都道府県の区域以外の地域を募集地域とするもの（以下「自県外募 
集」という。）であって、厚生労働大臣あての許可申請・届出を要するもの 
③自県外募集であって、都道府県労働局長あての許可申請・届出を要するもの 

 の別に記載・作成すること。 
 

（様式第３号－１） 
１ 表題に関する事項 
  該当する表題以外の表題について抹消すること。 
２ 申請者に関する事項 
 イ 「管轄都道府県労働局名」欄は、募集事業所の所在地を管轄する都道府県労働局名を記

載すること。 
   なお、募集受託者が募集主に代り、複数の募集事業所に係る許可申請・届出（自県外募

集に限る。）を１つの募集事業所の所在地を管轄する都道府県労働局の長にまとめて行う

場合であって、募集事業所の所在地管轄労働局が全国に及ぶ許可申請・届出については、

同欄に「○○県を除く 46都道府県労働局」等と記載しても差し支えないこと。 
 
 ロ 「申請年月日」欄は、申請者（募集主又は募集受託者）が管轄労働局に申請書を提出す

る年月日を記載すること。 
 ハ 「申請者又は代理申請者」欄には、申請者又は代理申請者の住所（法人又は団体にあっ

ては本店又は主たる事務所の所在地）を記載し、及びその氏名（法人又は団体にあっては

その名称及び代表者の氏名）を記名押印又は署名のいずれかにより記載すること。さらに、

申請者が「募集主」又は「募集受託者」のいずれに該当するかについて○で囲むこと。 
３ 募集主に関する事項 
  ① 「Ａ 募集主」欄のうち「募集事業所」欄には、募集に応じた労働者が就業すること

となる事業所を記載し、「所在地」欄には、その所在地又は住を記載すること。 
  ② 「Ｂ 事業の内容」欄は、年間を通じて収益の多い事業を記載すること。 
  ③ 「Ｃ 現在の労働者数」欄は、申請書を作成する月の前月末現在に在籍する労働者数

を記載すること。 
４ 募集内容に関する事項 
  「Ｅ 業務内容」欄は、応募者が従事すべき業務の内容について、職場環境も含め可能な

限り具体的かつ詳細に記載すること。 
  「Ｆ 募集条件の概要」 
  ① 「賃金」欄は、募集する者の月給、日給、時間給制の賃金を記載すること。 
  ② 「勤務時間」欄は、始業時間及び終業時間並びに休憩時間を記載すること。 
  ③ 「各種保険」欄は、当該申請者が加入している保険をそれぞれ○印で囲むこと。 
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  ④ 「その他」欄は、時間外労働、休日労働及び賞与の有無を○印で囲むこと。 
 
（様式第３号－２） 
 募集受託者及び募集地域別人員に関する事項 
  募集事業所ごとに記載・作成するため、「募集事業所名」を記載するとともに、「募集受託

者の名称」、「所在地」、「代表者氏名」の各欄は、募集受託者に関し、所定事項を記載するこ

と。 
 イ 「募集先都道府県」欄は、募集事業所に係る募集行為を行う地域（募集地域）の都道府

県名を記載すること。 
 ロ 「募集人員」欄は、当該都道府県で募集しようとする人員数を記載すること。 
 ハ 「募集従事者名（年齢）」欄は、募集に従事する者の氏名、年齢を記載すること。 
  ニ 「身分、地位」欄は、「庶務課長」「○○係」のように団体における職階を記載するこ

と。 
 ホ 「勤務した年月日」欄は、当該募集受託者に採用された年月日を記載すること。 
 へ 「住所」欄は、申請書の提出時現在における募集従事者の居所を記載すること。 
 ト 「報酬」欄は、募集従事者に支払われる１人当たり報酬予定額を記載すること。 
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様式第３号－３ 

 

 

募集主は以下の点について誓約します。 

１ 募集主又は募集受託者に、職業安定法その他次に掲げる労働関係法令に係る重大な違反

がないこと。 

      ① 労働基準法第117条及び第118条第１項（同法第６条及び第56条に係る部分に限る。）

の規定並びにこれらの規定に係る同法第121条の規定（これらの規定が、労働者派遣事

業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第44条（第４項を除く。）

により適用される場合を含む。） 

② 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第58条から

第62条までの規定 

③ 港湾労働法第48条、第49条（第１号を除く。）及び第51条（第２号及び第３号に係る

部分に限る。）の規定、並びにこれらの規定に係る同法第52条の規定 

④ 建設労働者の雇用の改善等に関する法律第49条、第50条及び第51条（第２号及び第３

号を除く。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第52条の規定 

⑤ 中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善

の促進に関する法律第19条、第20条及び第21条（第３号を除く。）の規定並びにこれら

の規定に係る同法第22条の規定 

⑥ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第62条から

第65条までの規定 

⑦ 林業労働力の確保の促進に関する法律第32条、第33条及び第34条（第３号を除く。）

の規定並びにこれらの規定に係る同法第35条の規定 

⑧ 外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律第108条、第109条、

第110条（同法第44条の規定に係る部分に限る。）、第111条（第１号を除く。）及び第1

12条（第１号（同法第35条第１項の規定に係る部分に限る。）及び第６号から第11号ま

でに係る部分に限る。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第113条の規定 

 

２ 募集受託者は、１のほか、成年被後見人又は被保佐人でないこと。                  
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様式第４号                                       
委託募集許可等申請に関する意見書 
委 託 募 集 届 出 に 関 す る 意 見 書 

 
 
 申 請 者 名       

 

  
 管轄労働局 
 名 
 

 

 
 
 管 
 
 轄 
 
 労 
 
 働 
 
 局 
 
 の 
 
 意 
 
 見 

 

 
項 目        

 

 
確 認 事 項            

 

 
確 認 の 結 果        

 

 
備 考     

  
 
 募 
 
 集 
 
 主 
 
 要 
 
 件 
 

 
 

事業主の徳性 
 

 
 職業安定法等労働関係法令に 
 係る重大な違反があるか 

 

 
 
 なし ・ あり 
 

 

 
 
 
 
  募集に係る労働 
 
  条件 
 

 
 法令に違反するものでないか 
 
 同地域における同業種の賃金 
 水準に比較して 
 
 募集に係る業務内容及び労働 
 条件が明示されているか 
 
 社会・労働保険への加入 
 

 
 なし ・ あり 
 
 高 ・ 普 通 ・ 低        
 
 
 いる ・いない 
 
 
 加入・ 一 部 
     未加入 
 

 

 
 募 
 集 
 受 
 託 
 者 
 要 
 件 
 

 
 職業安定法等労働関係法令に係る重大な違反が 
 あるか 
 
 成年被後見人・被保佐人でないか 
 
 労働関係法令及び募集内容、職種に関して知識 
 がある 
 

 
 なし ・ あり 
 
 
 なし ・ あり 
 
 あり ・ なし 

 

 

 
 報 
 酬 
 

 
 認可基準に照らして適当か 

 

 
 適当 ・不適当 

 

 

 
 
 
 判 定          
 

 
 （委託募集許可） 
 許可が妥当・不許可が妥当・一部を除き許可が妥当 
 
 （報酬の額） 
 認可が妥当・不認可が妥当・変更認可が妥当 
 
 （委託募集届出） 

 届出内容は適正・不適正 

 
 注１ 募集受託者欄に該当がある場合は備考欄にその氏名を記入すること。 
  ２ 確認の結果、右○のときは備考欄に注釈を記入すること。 
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様 式 第 ５ 号                                                                  
                                                              

委 託 募 集 許 可 等 申 請 一 覧 表                                         
 

                                 申請都道府県労働局名 
 
 
 
  整 
  理 
  番 
  号 
 

 
 

管 轄 
 
 

労働局 

 
 
募集主名 

 
 

※産業分類別 

 
 

募集主の 
 
 

産業分類 

 
 
 
 
募集受託者名 

 

 
募集先都道府県及び募集人員・募集従事者数 

  
     県 
  

 
     県 
 

 
     県 
 

 
     県 
 

 
     県 
 

 
     県 
 

 
計 

  
募 集 
人 員 

 

 
従 事 
者 数 

 

 
募 集 
人 員 

 

 
従 事 
者 数 

 

 
募 集 
人 員 

 

 
従 事 
者 数 

 

 
募 集 
人 員 

 

 
従 事 
者 数 

 

 
募 集 
人 員 

 

 
従 事 
者 数 

 

 
募 集 
人 員 

 

 
従 事 
者 数 

 

 
募 集 
人 員 

 

 
従 事 
者 数 

                    

 
 
   計 
 

 
（募集主数） 

 

 
（募集受託者数） 
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 様 式 第 ６ 号  
 
                                   番         号       

                                   年 月 日        

 
 
                  殿 
 
 
     
                                （○○都道府県労働局長）  
 
 

委託募集の許可等申請について 
 
 

平成  年  月 日付けで申請のあった標記については、下記のとおり決定したので通知する。 

なお、この処分に不服のあるときは、行政不服審査法（平成 26 年法律第 68 号）の規定により、処分

のあったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内（ただし、処分のあった日の翌日から起算して

１年以内）に厚生労働大臣に対し、審査請求をすることができる。 

また、処分の取消しの訴えは、行政事件訴訟法（昭和 37 年法律第 139 号）の規定により、この処

分のあったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内（ただし、処分のあった日の翌日から起算

して１年以内）に、国を被告（代表者は法務大臣）として提起することができる。ただし、審査請求

をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日

から６箇月以内（ただし、裁決のあった日の翌日から起算して１年以内）に提起することができる。 

 
 

記 
 
 
 

                          許 可   
 
         １   本申請の件は、     不 許 可    とする。 
  
                         条件付許可 
 
   
 
                           認 可   
 
            ２   報酬の額につき、   不 認 可    とする。 
 
                          条件付許可 
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 様式第７号 

 

 

年齢制限求人に係る情報提供 
 

平成  年  月  日 

 

（     ）公共職業安定所長 殿 

 

（募集受託者の氏名又は名称） 

 

当社の取扱いに係る労働者の募集の委託の申込みについて、下記のとおり、雇用対策法（昭

和 41 年法律第 132 号）第 10 条又は高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和 46 年法

律第 68 号）第 20 条第１項違反と思われる事案がありましたので、情報提供いたします。 

 

記 

 

１ 違反と思われる事業主の氏名又は名称及び連絡先 

氏名又は名称：（記載例）○○社○○事業所 

連絡先（住所又は所在地、電話番号等）： 

 
 

 

２ 事案の概要（違反する法律の条項、求人の職種、年齢制限の内容及び理由、委託の申込

みの日付等） 

（記載例） 
平成○○年○○月○○日に申込みのあった○○の職種の求人に係る募集の委託の内容

について、○○歳以下という条件が付されているが、これは雇用対策法施行規則第１条の

３第１項各号に該当しないものと考えられる。 

 

 

３ 処理の状況（当社からの働きかけの内容、募集の委託の状況等） 

（記載例） 
 当社において年齢制限の是正を働きかけたものの、これに応じなかった為に受託を行わ

なかった。 

 

 

 

４ その他特記事項 

 
 

 



01 管理的公務員 011 管理的公務員

02 021 会社役員

029 その他の法人・団体の役員

03 031 会社の管理職員

039 その他の法人・団体の管理職員

04 その他の管理的職業 049 その他の管理的職業

05 研究者 051 研究者

06 農林水産技術者 061 農林水産技術者

07 071 食品開発技術者

072 電気・電子・電気通信開発技術者（通信ネットワークを除く）

073 機械開発技術者

074 自動車開発技術者

075 輸送用機器開発技術者（自動車を除く)

076 金属製錬・材料開発技術者

077 化学品開発技術者

079 その他の開発技術者

08 081 食品製造技術者

082 電気・電子・電気通信製造技術者（通信ネットワーク技術者を除く）

083 機械製造技術者

084 自動車製造技術者

085 輸送用機器製造技術者（自動車を除く)

086 金属製錬・材料製造技術者

087 化学品製造技術者

089 その他の製造技術者

09 091 建築技術者

092 土木技術者

093 測量技術者

10 101 システムコンサルタント

102 システム設計技術者

103 情報処理プロジェクトマネージャ

104 ソフトウェア開発技術者

105 システム運用管理者

106 通信ネットワーク技術者

109 その他の情報処理・通信技術者

11 その他の技術者 119 その他の技術者

12 121 医師

122 歯科医師

123 獣医師

124 薬剤師

13 131 保健師

132 助産師

133 看護師、准看護師

医師、歯科医師、獣医
師、薬剤師

法人・団体の役員

法人・団体の管理職員

開発技術者

製造技術者

建築・土木・測量技術者

中分類

参考 『厚生労働省編職業分類表 平成23年版（抜粋）』

小分類

情報処理･通信技術者

保健師、助産師、看護師



中分類 小分類

14 141 診療放射線技師

142 臨床工学技士

143 臨床検査技師

144 理学療法士

145 作業療法士

146 視能訓練士、言語聴覚士

147 歯科衛生士

148 歯科技工士

15 151 栄養士、管理栄養士

152 あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師

153 柔道整復師

159 他に分類されない保健医療の職業

16 161 福祉相談・指導専門員

162 福祉施設指導専門員

163 保育士

169 その他の社会福祉の専門的職業

17 171 裁判官

172 検察官

173 弁護士

174 弁理士

175 司法書士

179 その他の法務の職業

18 181 公認会計士

182 税理士

183 社会保険労務士

184 金融・保険専門職

189 その他の経営・金融・保険の専門的職業

19 191 幼稚園教員

192 小学校教員

193 中学校教員

194 高等学校教員

195 中等教育学校教員

196 特別支援学校教員

197 高等専門学校教員

198 大学教員

199 その他の教育の職業

20 宗教家 201 宗教家

21 211 著述家

212 記者

213 編集者

22 221 彫刻家

222 画家、書家、漫画家

223 工芸美術家

224 デザイナー

225 写真家、映像撮影者

経営・金融・保険の専門
的職業

美術家、デザイナー、写
真家、映像撮影者

医療技術者

その他の保健医療の職業

社会福祉の専門的職業

法務の職業

教育の職業

著述家、記者、編集者



中分類 小分類

23 231 音楽家

232 舞踊家

233 俳優

234 プロデューサー、演出家

235 演芸家

24 241 図書館司書

242 学芸員

243 カウンセラー（医療・福祉施設を除く）

244 個人教師

245 職業スポーツ家

246 通信機器操作員

249 他に分類されない専門的職業

25 251 総務事務員

252 人事事務員

253 企画・調査事務員

254 受付・案内事務員

255 秘書

256 電話応接事務員

257 総合事務員

258 医療・介護事務員

259 その他の一般事務の職業

26 261 現金出納事務員

262 銀行等窓口事務員

263 経理事務員

269 その他の会計事務の職業

27 271 生産現場事務員

272 出荷・受荷係事務員

28 281 営業・販売事務員

289 その他の営業・販売関連事務の職業

29 291 集金人

292 訪問調査員

299 その他の外勤事務の職業

30 301 旅客・貨物係事務員

302 運行管理事務員

303 郵便事務員

31 311 パーソナルコンピュータ操作員

312 データ入力係員

313 コンピュータ操作員（パーソナルコンピュータを除く）

319 その他の事務用機器操作の職業

32 321 小売店主・店長

322 卸売店主・店長

323 小売店販売員

324 卸売・商品実演販売員

325 商品訪問・移動販売員

326 再生資源回収・卸売人

327 商品仕入営業員

会計事務の職業

生産関連事務の職業

外勤事務の職業

運輸・郵便事務の職業

事務用機器操作の職業

一般事務の職業

営業・販売関連事務の職
業

商品販売の職業

音楽家、舞台芸術家

その他の専門的職業



中分類 小分類

33 331 不動産仲介・売買人

332 保険代理人、保険仲立人

333 有価証券売買・仲立人、金融仲立人

334 質屋店主・店員

339 その他の販売類似の職業

34 341 飲食料品販売営業員

342 化学品販売営業員（医薬品を除く）

343 医薬品営業員

344 機械器具販売営業員

345 通信・情報システム営業員

346 金融・保険営業員

347 不動産営業員

349 その他の営業の職業

35 351 家政婦（夫）、家事手伝

359 その他の家庭生活支援サービスの職業

36 361 施設介護員

362 訪問介護職

37 371 看護助手

372 歯科助手

379 その他の保健医療サービスの職業

38 381 理容師

382 美容師

383 美容サービス職

384 浴場従事人

385 クリーニング職

389 その他の生活衛生サービスの職業

39 391 調理人

392 バーテンダー

40 401 飲食店主・店長

402 旅館・ホテルの経営者・支配人

403 飲食物給仕係

404 旅館・ホテル・乗物接客員

405 接客社交係、芸者、ダンサー

406 娯楽場等接客員

409 その他の接客・給仕の職業

41 411 マンション・アパート・下宿管理人

412 寄宿舎・寮管理人

413 ビル管理人

414 駐車場・駐輪場管理人

419 その他の居住施設・ビル等の管理の職業

42 421 添乗員、観光案内人

422 物品一時預り人

423 物品賃貸人

424 広告宣伝人

425 葬儀師、火葬係

426 トリマー

429 他に分類されないサービスの職業

販売類似の職業

営業の職業

介護サービスの職業

保健医療サービスの職業

生活衛生サービスの職業

飲食物調理の職業

接客・給仕の職業

居住施設・ビル等の管理
の職業

その他のサービスの職業

家庭生活支援サービスの
職業



中分類 小分類

43 自衛官 431 自衛官

44 441 警察官

442 海上保安官

449 その他の司法警察職員

45 451 看守

452 消防員

453 警備員

459 他に分類されない保安の職業

46 461 農耕作業員

462 養畜作業員

463 植木職、造園師

469 その他の農業の職業

47 471 育林作業員

472 伐木・造材・集材作業員

479 その他の林業の職業

48 481 漁労作業員

482 漁労船の船長・航海士・機関長・機関士

483 海藻・貝類採取作業員

484 水産養殖作業員

489 その他の漁業の職業

49 491 製銑・製鋼・非鉄金属製錬設備制御・監視員

492 鋳造・鍛造設備制御・監視員

493 金属工作設備制御・監視員

494 金属プレス設備制御・監視員

495 鉄工・製缶設備制御・監視員

496 板金設備制御・監視員

497 めっき・金属研磨設備制御・監視員

498 金属溶接・溶断設備制御・監視員

499 その他の生産設備制御・監視の職業（金属材料製造、金属加工、金属
溶接・溶断）

50 501 化学製品生産設備制御・監視員

502 窯業製品生産設備制御・監視員

503 食料品生産設備制御・監視員

504 飲料・たばこ生産設備制御・監視員

505 紡織・衣服・繊維製品生産設備制御・監視員

506 木製製品・パルプ・紙・紙製品生産設備制御・監視員

507 印刷・製本設備制御・監視員

508 ゴム・プラスチック製品生産設備制御・監視員

509 その他の生産設備制御・監視の職業（金属材料製造、金属加工、金属
溶接・溶断を除く）

51 511 一般機械器具組立設備制御・監視員

512 電気機械器具組立設備制御・監視員

513 自動車組立設備制御・監視員

514 輸送用機械器具組立設備制御・監視員（自動車を除く）

515 計量計測機器・光学機械器具組立設備制御・監視員

司法警察職員

その他の保安の職業

農業の職業

林業の職業

漁業の職業

生産設備制御・監視の職
業（金属材料製造、金属
加工、金属溶接・溶断）

生産設備制御・監視の職
業（金属材料製造、金属
加工、金属溶接・溶断を
除く）

生産設備制御・監視の職
業（機械組立）



中分類 小分類

52 521 製銑工、製鋼工

522 非鉄金属製錬工

523 鋳物製造工

524 鍛造工

525 金属熱処理工

526 圧延工

527 汎用金属工作機械工

528 数値制御金属工作機械工

531 金属プレス工

532 鉄工、製缶工

533 板金工

534 めっき工、金属研磨工

535 くぎ・ばね・金属線製品製造工

536 金属製品製造工

537 金属溶接・溶断工

539 その他の金属材料製造、金属加工、金属溶接・溶断の職業

54 541 化学製品製造工

542 窯業・土石製品製造工

543 精穀・製粉・調味食品製造工

544 めん類製造工

545 パン・菓子製造工

546 豆腐・こんにゃく・ふ製造工

547 かん詰・びん詰・レトルト食品製造工

548 乳・乳製品製造工

551 食肉加工品製造工

552 水産物加工工

553 保存食品・冷凍加工食品製造工

554 弁当・惣菜類製造工

555 野菜つけ物工

556 飲料・たばこ製造工

557 紡織工

558 衣服・繊維製品製造工

561 木製製品製造工

562 パルプ・紙・紙製品製造工

563 印刷・製本作業員

564 ゴム製品製造工

565 プラスチック製品製造工

569 その他の製品製造・加工処理の職業（金属材料製造、金属加工、金属
溶接・溶断を除く）

金属材料製造、金属加
工、金属溶接・溶断の職
業

製品製造・加工処理の職
業（金属材料製造、金属
加工、金属溶接・溶断を
除く）



中分類 小分類

57 571 一般機械器具組立工

572 電気機械組立工

573 電気通信機械器具組立工

574 電子応用機械器具組立工

575 民生用電子・電気機械器具組立工

576 半導体製品製造工

577 電球・電子管組立工

578 乾電池・蓄電池製造工

581 被覆電線製造工

582 束線工

583 電子機器部品組立工

584 自動車組立工

585 輸送用機械器具組立工（自動車を除く）

586 計量計測機器組立工

587 光学機械器具組立工

588 レンズ研磨工・加工工

591 時計組立工

599 その他の機械組立の職業

60 601 一般機械器具修理工

602 電気機械器具修理工

603 自動車整備工

604 輸送用機械器具整備・修理工

605 計量計測機器・光学機械器具修理工

61 611 金属材料検査工

612 金属加工・溶接検査工

62 621 化学製品検査工

622 窯業製品検査工

623 食料品検査工

624 飲料・たばこ検査工

625 紡織・衣服・繊維製品検査工

626 木製製品・パルプ・紙・紙製品検査工

627 印刷・製本検査工

628 ゴム・プラスチック製品検査工

629 その他の製品検査の職業（金属材料製造、金属加工、金属溶接・溶断
を除く）

63 631 一般機械器具検査工

632 電気機械器具検査工

633 自動車検査工

634 輸送用機械器具検査工（自動車を除く）

635 計量計測機器・光学機械器具検査工

64 641 塗装工

642 画工、看板制作工

643 製図工

644 パタンナー

649 その他の生産関連・生産類似の職業

65 651 電車運転士

659 その他の鉄道運転の職業

鉄道運転の職業

機械組立の職業

製品検査の職業（金属材
料製造、金属加工、金属
溶接・溶断）

製品検査の職業（金属材
料製造、金属加工、金属
溶接・溶断を除く）

生産関連・生産類似の職
業

機械整備・修理の職業

機械検査の職業



中分類 小分類

66 661 バス運転手

662 乗用自動車運転手

663 貨物自動車運転手

669 その他の自動車運転の職業

67 671 船長（漁労船を除く）

672 航海士・運航士（漁労船を除く）、水先人

673 船舶機関長・機関士（漁労船を除く）

674 航空機操縦士

68 681 車掌

682 駅構内係、信号係

683 甲板員、船舶機関員

684 フォークリフト運転作業員

689 他に分類されない輸送の職業

69 691 発電員、変電員

692 ボイラーオペレーター

693 クレーン・巻上機運転工

694 ポンプ・送風機・圧縮機運転工

695 建設機械運転工

696 玉掛作業員

697 ビル設備管理員

699 その他の定置・建設機械運転の職業

70 701 型枠大工

702 とび工

703 鉄筋工

71 711 大工

712 ブロック積工、タイル張工

713 屋根ふき工

714 左官

715 畳工

716 配管工

717 内装工

718 防水工

719 その他の建設の職業

72 721 送電線架線・敷設作業員

722 配電線架線・敷設作業員

723 通信線架線・敷設作業員

724 電気通信設備作業員

725 電気工事作業員

73 731 土木作業員

732 鉄道線路工事作業員

733 ダム・トンネル掘削作業員

74 741 採鉱員

742 石切出作業員

743 じゃり・砂・粘土採取作業員

749 その他の採掘の職業

土木の職業

採掘の職業

自動車運転の職業

船舶・航空機運転の職業

その他の輸送の職業

建設躯体工事の職業

電気工事の職業

定置・建設機械運転の職
業

建設の職業（建設躯体工
事の職業を除く）



中分類 小分類

75 751 郵便集配員、電報配達員

752 港湾荷役作業員

753 陸上荷役・運搬作業員

754 倉庫作業員

755 配達員

756 荷造作業員

76 761 ビル・建物清掃員

762 ハウスクリーニング作業員

763 道路・公園清掃員

764 ごみ収集・し尿汲取作業員

765 産業廃棄物収集作業員

769 その他の清掃の職業

77 771 製品包装作業員

779 その他の包装の職業

78 781 選別作業員

782 軽作業員

789 他に分類されない運搬・清掃・包装等の職業

運搬の職業

清掃の職業

包装の職業

その他の運搬・清掃・包
装等の職業
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